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第1編 将来構想 

 

第1章 構想策定の基本的な考え方 

第1節 構想策定の目的         

わが国は、戦後から続いた成長時代が終焉し、成熟時代を迎えるととも

に、バブル崩壊と人口の少子化・高齢化に直面し、地域づくりの面で大き

な転換期を迎えています。 

物から心への生活価値観の転換、生活の質の追求、女性の社会進出、自

然志向、知識・文化志向、個人志向から新たな社会志向への動きなど、多

様な豊かな生活・文化の動きが見られます。一方では地球温暖化などの環

境問題の深刻化、国際化の急速な進行と国内産業（農林漁業、製造業等）

の空洞化、デフレ不況への移行と国の財政悪化、人口の大都市集中と地方

圏の過疎化、就業人口・若年人口の減少と高齢化の進行、出生率の低下と

やがて迎える総人口の減少など、私たちを取り巻く環境はあらゆる面で大

きく変化・変容しています。      

地方行政もまた時代潮流の中で、行財政改革の推進による大きな転換期

を迎えています。21世紀の国づくりを展望する国では、①国土の均衡ある

発展、②増大する広域的な行政需要への対処、③地方分権の推進、という

観点から市町村の合併を推進しています。 

これまで3町は、「笑顔があふれるまちづくり」（伊方町）、「あしたに

勇気と希望の風がふくまちづくり」（瀬戸町）、「ふれあい みさきの創

造－三崎で暮らす人・岬を訪れる人が心かよわす豊かなまち・三崎町－」

（三崎町）をめざして、それぞれ独自のまちづくりを進めてきました。一

方、地域の活性化、産業の振興、定住化促進、行財政の効率化など、住民

の安心した暮らしを支えるまちづくりが共通課題となっています。 

こうした中、長期的な展望に立った地域発展のため、お互いの特性を生

かした“キラリと光る”まちづくりに向けて、3町の合併を推進することに

なりました。本計画は、3町合併による新町の将来像とともに、新しいまち

づくりのビジョンとして策定するものです。   
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第2節 計画の範囲 

構想の範囲は、伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会を構成する、愛媛県

西宇和郡伊方町、同県同郡瀬戸町、同県同郡三崎町の3町とします。 

 

 

 

 

第3節 計画の期間 

建設計画の期間は、合併から16年間とします。 

 

 

 

 

 

第4節 計画の策定方法 

本計画は、3町の総合計画をはじめ、国・県などの上位計画等を踏まえな

がら、伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会で検討を行い、策定するもので

す。 

なお、主要事業及び財政計画については平成17年度から平成21年度まで

の5年間を前期計画、平成22年度から平成26年度までの5年間を後期計画と

します。 

また、平成27年度から平成32年度までの6年間を延長計画とします。 

 

 

建設計画 平成 17(2005)年 4 月～平成 33(2021)年 3 月 
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第5節 時代背景 

１ 成熟社会への転換     

少子化が進み、わが国の生産年齢（15～64歳）人口は平成７(1995)年を

ピークに減少し、総人口は平成16～19(2004～2007)年頃をピークに減少に

向かうと予想されています。また、18歳の若者は平成２(1990)年の200万人

時代から、平成22(2010)年には120万人に減少すると推測され、少子高齢化

が急速に進行しています。 

成長時代から成熟時代への転換に伴い、量から質への消費の転換、時間

消費・環境消費へのより一層の関心の高まり、家庭や地域社会での生活の

重視、多様で質の高い中高年文化の熟成、安心して高齢期を過ごせる年金・

医療・介護体制の充実などが求められており、このような住民ニーズの変

化に対応した、より質の高い行政サービスの提供やまちづくりの推進が求

められます。 

 

２ 地域産業の再構築 

農林水産物等の輸入増加と製造業の海外進出、金融ビッグバンの到来な

ど、国際競争の激化と国内産業の空洞化、バブル経済清算の遅れと不況の

長期化、情報化の急速な進展、経済構造改革の推進などに対応し、成熟社

会の人々の高度化・多様化した消費に応える生活密着型の地域産業や観光

産業の育成、観光と連携した地域産業の振興と国際競争力の強化、生活・

地域産業密着型の公共投資への転換などが求められます。 

また、従来型の産業政策からさらに進んだ取組みを行うために、優秀な

人材を集中した推進体制の整備や戦略的な事業への重点投資などが求めら

れます。 

成熟期への移行が求められる日本経済 

1950    1960  1970     1980     1990     2000 

             

S20 30 40 50 60 H2 7 

 

 

復興期 再構築期（成熟期） 高度成長期 安定成長期 

構造改革期 

バブル期 
公共バブル期 

福祉元年 
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３ 地球規模の環境共生 

国際的な人・物・情報・文化の交流・移動はますます進み、国際的な産

業再編が進むとともに、地球温暖化、オゾン層破壊、熱帯雨林の減少、砂

漠化など、地球規模での環境悪化に対する国際的な連携が求められます。 

また、私たちが先人から受け継いだ豊かで美しい自然環境と人間活動の

共生を図る「環境共生型社会」の実現が求められています。 

  

     

４ 効率的・効果的な行財政運営 

住民に身近な行政の権限をできる限り地方自治体に移し、地域の創意工

夫による行政運営を推進できるようにする地方分権の推進と、産業構造の

転換と長期化する不況に対応した行政構造改革が求められています。 

地域経済再構築の取組みをさらに強力に推進するとともに、効果的・効

率的な行財政運営に向けて、行政評価に基づく施策・事務事業の見直し、

とりわけ開発投資中心から維持・更新投資重視への公共投資政策の転換、

職員の意欲・専門知識・技術の向上、横断的な連携強化が求められるとと

もに、周辺市町村との連携強化に取り組んでいくことが求められます。 
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第2章 3町の概要 

第1節 自然条件・地理的条件 

愛媛県の最西端、豊予海峡に突き出した“日本一細長い”佐田岬半島を

構成する3町は、共通した自然条件・地理的条件を有しています。 

3町の中央には半島特有の200～300m 級の低い山地が東西に連なっており、

山並みの北側は急傾斜地が多く、リアス式海岸独特の変化に富んだ景観を

持つ伊予灘に面しています。一方、南側は美しい砂浜を形成し、岬と入り

江の交錯した風光明媚な景観を持った宇和海に面しています。 

気候は、年間気温は16～17℃、降水量は1,400mm 内外で、著しい寒暖の差

がない温暖な海洋性気候に恵まれています。宇和海側は冬季も暖かいもの

の夏季には台風の影響を受けやすく、伊予灘側は冬季に季節風の影響で海

は荒れ模様となることが多いものの、夏季には南東の風が吹き、穏やかで

気温も低く、しのぎやすくなっています。 

総面積は伊方町28.63ｋ㎡、瀬戸町32.09ｋ㎡、三崎町33.62ｋ㎡と、3町

ともほぼ同程度といえ、3町合わせて94.34ｋ㎡となります。 
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第2節 沿革 

～伊方町～ 

伊方町は縄文時代に開けたと推定されます。 奈良時代は宇和郡に属して

いましたが、貞観8年（866）11月宇和郡を宇和、喜多両郡に分割した際、

喜多郡の所管となり、平安末期に再び宇和郡に所管替えになっています。

藩政時代は宇和島藩に属しました。 

明治22年の市町村制施行により、伊方浦が伊方村、九町浦と二見浦が町

見村となりました。その後、昭和30年3月、伊方村と町見村の２村が合併し

て伊方町となりました。 

 ～瀬戸町～ 

瀬戸町は、隣接する三崎町において縄文時代の遺跡が発掘されたことか

ら、地形的に同一条件である瀬戸町においても早くから人々が暮らしてい

たと推定されます。 

1185年の源平合戦に敗れた平家の落人がこの地域に隠れ住み、この頃か

ら佐田岬半島は開発され始めたと思われます。 

藩政時代には宇和島藩伊達氏の領地に属しており、三机地区は参勤交代

の寄港地として栄えました。 

明治22年の市町村制施行により、三机村と四ッ浜村が発足、その後の昭

和31年6月にこの両村が合併して瀬戸町が誕生しました。 

～三崎町～ 

三崎町は古来、伊予灘を制する海の要衝として、また、九州の交流拠点

として、人々の定住と往来が行われていたと伝えられています。九州姫島

産の黒曜石のやじりや弥生中期の土器等の出土品からもそのことが伺えま

す。 

藩政時代は三崎浦と呼ばれ、宇和島伊達藩の統率下にあり、領内は10組

に分けられ、三崎浦は保内組に属し、庄屋が置かれ、明治初期まで続きま

した。 

以後、戸長役場、大小区制、郡区町村編制法を経て、三崎村、神松名村

が発足、昭和30年3月に両村が合併して三崎町が誕生しました。 
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第3節 人口・世帯 

ここ20年間の総人口は、伊方町は8,000人台から6,000人台へ、瀬戸町は

4,000人台から2,000人台へ、三崎町は6,000人台から4,000人台へと減少し

ています。3町の合計では、昭和55年の18,753人から平成12年13,535人に推

移しています。 

長寿化と少子化の進行に伴う高齢化が進んでいる国よりもさらに速く、3

町ともに少子化・高齢化が進展しています。特に、瀬戸町と三崎町の高齢

化は急速に進んでいます。 

世帯数の推移をみると、やや減少する傾向にあります。一世帯あたり人

数はいずれも低下しつつあり、平成12年では伊方町2.66人、瀬戸町2.25人、

三崎町2.31人となっています。 

 

【人口推移】（国勢調査） 

人口推移
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人口構成推移（伊方町）
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年少人口 23.1% 21.1% 18.7% 16.9% 14.8%

生産年齢人口 62.8% 62.6% 61.9% 59.7% 56.3%

老年人口 14.1% 16.4% 19.5% 23.4% 28.9%
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人口構成推移（瀬戸町）
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年少人口 18.6% 15.9% 15.0% 13.8% 12.5%
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人口構成推移（三崎町）
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【世帯数推移】（国勢調査） 

 

世帯数推移
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○合併後の状況 

【人口推移】（国勢調査） 
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【世帯数推移】（国勢調査） 
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第4節 産業・就業構造 

１ 産業 

～伊方町～ 

産業の中心は農業で、主として傾斜地を利用した柑橘栽培による温州み

かん・伊予柑・ハウスみかんなどを行っており、経営耕地面積のほとんど

を占めています。水産業は宇和海と伊予灘の2つの好漁場を擁しており、底

引き網漁業など沿岸漁業が盛んなため、魚礁の設置による漁場づくりのほ

か「つくり育てる漁業」の一環として種苗の中間育成放流にも取組んでい

ます。 また、田之浦漁港及びその周辺地域は、漁港整備事業や漁業集落

環境整備事業等により、海洋性レクリエ－ションを導入した都市との交流

拠点として生まれ変わりつつあります。 

工業は工場自体が減少傾向にあるといえます。その多くは食品加工や縫

製工場が多いものの、近年の経済情勢の中で厳しい経営環境にあります。 

商業については、商店数が減少傾向にあり、町外に購買力が流出するな

ど、厳しい環境にあります。この他、観光物産センター「きらら館」や海

水浴場などを中心に年間12,000人程度の観光客数があり、全体的に増加し

ています。 

伊方町の特徴としては、四国で初の原子力発電所があります。四国の発

電電力量の約半分を占め、四国最大の電気エネルギー供給基地となってい

ます。 

～瀬戸町～ 

産業の中心は農業で、傾斜地を利用した柑橘栽培を中心に、しいたけ、

甘藷の栽培や高原部での畜産が営まれています。水産業は、伊予灘海域で

の一本釣りや宇和海域でのちりめん漁が一時期活況を呈しましたが、近年、

消費者の魚離れや一本釣り漁の不振から経営にややかげりが出ています。 

第２次産業（工業）は、長引く不況の中にありながらも建設業や水産加

工業を中心に、一定の生産額と雇用機会を維持しています。 

第３次産業（商業）は、消費の流出等により小売業の不振が目立ちます

が、反面、国道バイパスの開通等による観光客の増加によりサービス業が

大きく伸びています。 
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～三崎町～ 

産業の中心は農業で、温暖な海洋性気候に恵まれ、急傾斜地帯での柑橘

栽培が盛んです。水産業は、宇和海と伊予灘の好漁場に面していることか

らアジ、サバ等の一本釣りのほか、海士によるアワビ、サザエ漁が営まれ

ています。しかしどちらとも、就業者の高齢化や後継者不足、地域間競争

の激化、消費者ニーズの変化等の中で厳しい状況にあります。 

工業は、少数の工場はあるものの、すべて30人以下の零細工場であり、

多くは縫製業を営んでいます。町には工場用地も少ないため、水資源等の

条件整備が必要となっています。 

商業についても、経営規模が小規模零細であり、また中心街地の小売店

舗は個々バラバラに立地しており、集積効果に乏しい状況となっています。 

本町の観光資源は、瀬戸内海国立公園佐田岬灯台、佐田岬半島宇和海県

立自然公園伽藍山・阿弥陀池等があり、自然美が大きな資源となっていま

す。特に、昭和62年の一般国道197号（佐田岬メロディーライン）の開通に

より、佐田岬灯台を訪れる観光客が急増しているほか、海水浴場「ムーン

ビーチ井野浦」への観光客も増加しています。 
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２ 就業 

就業者数全体をみると、3町とも減少しています。要因としては人口の減

少や就業者の高齢化などがあげられます。 

産業別就業者数を比較すると、伊方町では第１次産業44.5%減、第２次産

業30.9%減、第３次産業14.2%増です。瀬戸町では第１次産業52.7%減、第２

次産業17.7%減、第３次産業8.1%減。三崎町では第１次産業44.5%減、第２

次産業34.2%減、第３次産業19.6%減となっています。 

3町ともに農業従事者が最も多く、農業が基幹産業となっています。また、

伊方町では建設業従事者が多く、三崎町では水産業従事者が多いことが特

徴といえます。 

 

【産業別就業者数】（国勢調査） 

 

伊方町 瀬戸町 三崎町 伊方町 瀬戸町 三崎町 伊方町 瀬戸町 三崎町

4,267 1,815 3,087 3,274 1,183 1,988 -23.27 -34.82 -35.6

農業 1,527 922 1,368 787 379 638 -48.46 -58.89 -53.36

林業 0 8 1 0 1 1 0 -87.5 0

水産業 258 99 349 204 107 314 -20.93 8.08 -10.03

1,785 1,029 1,718 991 487 953 -44.48 -52.67 -44.53

鉱業 34 - 1 17 1 - -50 - -

建設業 806 215 344 552 149 224 -31.51 -30.7 -34.88

製造業 385 62 109 278 78 75 -27.79 25.81 -31.19

1,225 277 454 847 228 299 -30.86 -17.69 -34.14

卸売小売飲食業 349 132 243 339 94 187 -2.87 -28.79 -23.05

金融保険不動産業 19 7 17 27 11 14 42.11 57.14 -17.65

運輸、通信業 106 62 109 78 35 62 -26.42 -43.55 -43.12

電気ガス水道業 172 6 7 214 12 7 24.42 100 0

サービス業 506 213 433 652 226 385 28.85 6.1 -11.09

公務 105 89 106 126 90 81 20 1.12 -23.58

1,257 509 915 1,436 468 736 14.24 -8.06 -19.56

就業者数

産
業
分
類
別
就
業
者
数

第１次産業　計

第2次産業　計

第3次産業　計

項　　　　　目

昭和55年 平成12年 増減率（％）
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第5節 公共的施設 

～伊方町～  

町内にある主な公共的施設をみると、子ども関係の施設は、保育所5か所、

小学校5か所、中学校1か所です。 

福祉・保健・医療施設は、一般診療所1か所、在宅介護支援センター1か

所、保健センター1か所、デイサービスセンター2か所、特別養護老人ホー

ム1か所、身体障害者通所授産施設1か所などがあります。 

社会教育・体育施設は、公民館（分館含む）4か所、伊方スポーツセンタ

ー1か所、体育館2か所、武道館2か所、町民グランド1か所、郷土館1か所な

どです。 

そのほか、駐在所2か所、郵便局2か所、消防署分署、地域振興センター、

観光物産センター、斎場がそれぞれ1か所、伊方ビジターズハウスなどがあ

ります。 

～瀬戸町～ 

町内にある主な公共的施設をみると、子ども関係の施設は、保育園4か所、

小学校3か所、中学校1か所です。 

福祉・保健・医療施設は、一般診療所1か所、在宅介護支援センター2か

所、デイサービスセンター1か所、特別養護老人ホーム1か所などがありま

す。 

社会教育・体育施設は、地区集会所12か所、公民館（別館含む）2か所、

体育館3か所、野球場・テニスコート各1か所などです。 

そのほか、駐在所2か所、郵便局2か所、消防署分署、斎場1か所などがあ

ります。 

～三崎町～ 

町内にある主な公共的施設をみると、子ども関係の施設は、保育園2か所、

小学校4か所、中学校3か所、高等学校1か所です。 

福祉・保健・医療施設は、一般診療所2か所、在宅介護支援センター1か

所、保健センター1か所、デイサービスセンター1か所などがあります。 

社会教育・体育施設は、公民館1か所、体育館1か所などです。 

そのほか、駐在所1か所、郵便局3か所、消防署分署、斎場1か所などがあ

ります。 
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伊方地域 瀬戸地域 三崎地域
教育施設 9 6 4
保育所 4 3 1
小学校 4 2 1
中学校 1 1 1
高等学校 1

福祉・保健・医療施設 7 6 6
一般診療所 1 1 2
在宅介護支援センター 1 2 1
保健センター 1 1 1
デイサービスセンター 2 1 1
特別養護老人ホーム 1 1 1
身体障害者通所授産施設 1

社会教育・体育施設 11 7 2
公民館（分館・別館含む） 4 2 1
伊方スポーツセンター 1
体育館 2 3 1
野球場 1
テニスコート 1
武道館 2
町民グランド 1
郷土館 1

その他 6 4 4
駐在所 1 1 1
郵便局 1 1 1
消防署分署 1 1 1
地域振興センター 1
観光物産センター 1
斎場 1 1 1

公共的施設一覧表　　（平成２６年１１月時点）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 -17- 

第6節 交通環境 

日本一細長い半島の中央には、山地のほぼ頂上部を東西に一般国道197号

（佐田岬メロディーライン）が走り、八西地域の中核都市である八幡浜市

や県都松山市と3町を結ぶ幹線道路となっています。この幹線道路と海岸部

に点在する集落は町道及び県道で結ばれています。 

～伊方町～ 

町内の道路は年々整備が進み、みかん園を中心として山間部を農道が張

り巡らされています。しかし町道の幅員は全体的に狭くなっています。近

年は、トンネル整備による一般国道197号（佐田岬メロディーライン）への

アクセス道の新設改良を進めています。 

公共交通は、伊予鉄バスが一般国道197号（佐田岬メロディーライン）を

通り、佐田岬半島を八幡浜から三崎間を、宇和海沿いには伊予鉄南予バス

が旧国道を通って、八幡浜から湊浦～豊之浦～九町～二見～三崎間を結ん

でいます。 

～瀬戸町～ 

各集落間を結ぶ地域生活道路については、一般国道197号（佐田岬メロデ

ィーライン）、県道鳥井喜木津線、また主要町道の改良整備が順次進めら

れ、町民の利便性は格段に向上してきました。しかし、地形上カーブが多

く、狭小部も数多く残されているため、さらなる改良整備が望まれます。

集落内道路については、近年、積極的に新設改良を進めています。 

公共交通は、宇和海側の地区内を走る路線バスとともに、宇和海側・瀬

戸内海側ともにスクールバスを活用した町営バスを１日に１～２便運行し

ています。 

～三崎町～ 

三崎町の道路網は、平成22年4月現在、一般国道197号（佐田岬メロディ

ーライン）のほかは、一般県道2路線、主要町道14路線及び農道、林道等で

構成されています。町内には瀬戸内海国立公園佐田岬灯台をはじめ、観光・

レクリエーションの拠点が数多く存在していますが、一般国道197号（佐田

岬メロディーライン）から各拠点へのアクセス道路では交通事故が多発す

るなどの問題も抱えています。海上交通については、県管理港湾の三崎港

があり、三崎～佐賀関１日16便が就航しています。近年は、九州への最短

ルートである三崎～九州間の海上輸送需要が増大しています。 
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第7節 郷土文化 

～伊方町～ 

伊方町には、県の天然記念物ナギをはじめ、石造美術から史跡・民俗・

無形文化財等があり、さらにこの文化財を後世に伝えていきます。 

～瀬戸町～ 

瀬戸町には、建造物から絵画・工芸品・石造物・史跡・古文書・民俗・

天然記念物・名勝があり、歴史的・文化的な風土を今に伝えています。 

～三崎町～ 

三崎町には、国の天然記念物アコウ樹をはじめ、町指定建造物、考古資

料、石造物、無形民俗文化財及び史跡・名勝と、三崎町の歴史を伝える文

化財が多数残されています。 

 

 

【主な文化財】（事務局調べ） 

（伊方町） 

指定区分 種別 名称 

県 天然記念物 ナギ 

町 石造美術 五輪塔 

町 史跡 丸岡城「城の台」 

町 史跡 長崎城跡 

町 史跡 市右衛門供養塔 

町 史跡 得能主膳ゆかりの地 

町 史跡 九町一里塚 

町 史跡 川永田一里塚 

町 民俗資料 大名駕篭 

町 天然記念物 クロキヅタ 

町 無形文化財 きそん（節） 
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（瀬戸町） 

指定区分 種別 名称 

県 天然記念物 須賀の森 

町 工芸 刀剣吉則 

町 無形民俗文

化財 

しゃんしゃん踊り 

町 石造美術 宝篋印塔 

町 絵画 探幽山水画 

町 古資料 三机古地図 

町 史跡 中尾城跡 

町 天然記念物 お宮の森 

町 史跡 供養様 

町 彫刻 千手観音像 

 

（三崎町） 

指定区分 種別 名称 

国 天然記念物 三崎のアコウ 

町 建造物 伝宗寺 

町 建造物 三崎八幡神社 

町 天然記念物 大楠 

町 考古資料 子持勾玉 

町 考古資料 弥生式土器 

町 考古資料 須恵器 
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【主なイベント】（事務局調べ） 

伊方町 

春祭り；４月 

伊方スポレク祭；５月 

夏越祭り（八幡神社）；７月下旬 

きなはいや伊方まつり；７月下旬 

盆踊り；８月 

町民運動会；１０月 

秋祭り；１０月第３土曜・日曜 

文化祭；１１月２日・３日 

瀬戸町 

もぉ～モォ～フェスティバル；４月 

海のつどい；５月 

ちりめん祭り；７月 

瀬戸の花嫁祭り；８月 

盆行事・おしょろ舟；８月１５日 

しゃんしゃん踊り；９月 

秋祭り；１０月 

三崎町 

春祭り；２月１１日 

穴地蔵祭り；２月２４日 

伽藍祭り；４月上旬 

豊漁祭；７月下旬 

権現夏祭り；７月 

盆踊り；８月 

三崎秋祭り；１０月８日・９日 

文化のつどい（１０月下旬） 
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第8節 広域行政 

3町は、地域振興をはじめ、消防、し尿処理、可燃ごみ処理、観光など、

多くの分野で八幡浜市を中心とする広域連携による事業を行っています。 

 

【広域連携一覧】（事務局調べ） 

伊方町 瀬戸町 三崎町 保内町 三瓶町
八幡浜

市
その他

観　　光
佐田岬広域観光推進
協議会

広域観光ルート形成事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○

消　　防
八幡浜地区施設事務
組合

消防 ○ ○ ○ ○ ○ ○

〃
愛媛県消防団員等災
害補償退職報奨金組
合

消防団員公務災害退職報
奨金

○ ○ ○ ○ ○ ○

共　　済
愛媛県市町村職員退
職手当組合

退職手当 ○ ○ ○ ○ ○

〃
愛媛県市町村職員共
済組合

福利厚生全般 ○ ○ ○ ○ ○ ○

〃
地方公務員災害補償
基金愛媛県支部

公務災害 ○ ○ ○ ○ ○ ○

生活環境 八西衛生事務組合 し尿処理 ○ ○ ○ ○ ○

生活環境 広域連合（委託料） 可燃ゴミ処理 ○ ○ ○ ○ ○ ○
明浜町
宇和町

地域振興
八幡浜・大洲地区広
域市町村圏整備事業

八幡浜・大洲圏域総合整
備事業

八幡浜
市

大洲市
西宇和

郡
喜多郡

東宇和
郡

全二市
１３町
１村

〃
八幡浜・大洲地方拠
点都市地域整備事業

　　　　　〃
八幡浜
市

大洲市
西宇和

郡
喜多郡

東宇和
郡

全二市
１３町
１村

国保
県国民健康保険団体
連合会

国保事業の共同処理 愛媛県全市町村

分野 名称 事業概要

関係市町村
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第3章 関連計画の概要 

１ 「21世紀の国土のグランドデザイン」（国） 

国は、平成10年に現在の一極一軸型の国土構造から多軸型の国土構造へ

の転換を長期構想とする「21世紀の国土のグランドデザイン」を提示しま

した。これからの地域整備は「自立」と「相互補完」に基づくより水平的

なネットワーク構造へと転換すること、自然環境を保全、回復する機能、

新しい文化と生活様式を創造する機能を兼ね備えた多様性のある地域づく

りを志向しています。 

本地域に関連する構想は、「太平洋新国土軸構想」です。東海・伊勢湾

口方面から紀伊半島・紀淡海峡を抜け、四国・豊予海峡を通り九州までの

ルートを高速道路や高速鉄道など基幹交通体系で結び、これを基盤として

新たな国土軸を形成しようとする構想です。 西日本国土軸との有機的な連

携や地域間の交流を通じて西日本における広域経済文化圏の構築をめざす

ものです。 

 

２ 「第五次愛媛県長期計画（新しい愛媛づくり指針）」（愛媛県） 

平成12年3月に策定された計画で、基本理念に「共に創ろう 誇れる愛媛」

を掲げ、新しい愛媛づくりに向けて取り組んでいます。その中で伊方町・

瀬戸町・三崎町を含む広域圏の方向性を謳っています。 

 

①南予ライフランド広域交流圏 

《構成する生活経済圏域》 ◇八幡浜・大洲圏域   ◇宇和島圏域 

（圏域の特性） 

南予地域全体を対象とする本広域交流圏沿岸部は美しい景観を誇る佐田

岬半島や宇和海のリアス式海岸、その他多彩な自然環境に恵まれ、農林水

産業を基幹産業とした地域です。しかしながら、典型的な中山間地域・過

疎地域が多く、基幹産業である農林水産業も産地間競争の激化等に伴う価

格低迷や、後継者不足などの構造的課題を抱えています。 

今後、圏域の中心都市の一層の機能強化と恵まれた自然資源や歴史文化

資源の活用等により、都市的なサービスとゆとりある居住環境、豊かな自
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然を併せて享受できる多自然居住地域を創造することが重要な課題となっ

ています。 

（広域交流圏の整備方向） 

○農林水産関係試験研究機関の拡充・整備や機能強化を進め、バイオテ

クノロジーなどの新技術の研究開発・人材育成機能の強化、産品の高付

加価値化と加工技術の高度化を図り、総合的なフード産業集積ゾーンの

形成をめざします。 

○美しい景観や豊かな自然とレクリエーション施設、歴史文化資源等を

活かし複合型レクリエーション・リゾートエリアの形成をめざします。 

○温泉や森林、海洋などを活用した保養機能を強化し、心身をリフレッ

シュできるような、保健・医療・福祉の複合的集積ゾーン（ウェルネス

ゾーン）の形成をめざします。 
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②豊予海峡県際交流圏 

《八幡浜・大洲圏域と大分県大分臼津圏域を中心とする海峡交流エリア》 

○豊予海峡ルートと高速道路を結ぶ大洲・八幡浜自動車道の整備を促進

し、大分県と連携・協力して、太平洋新国土軸形成の一翼を担う豊予海

峡ルートの一日も早い具体化をめざします。 

○別府温泉、湯布院、佐田岬半島、大洲、内子などに代表される美しい

自然景観や町並み、歴史文化遺産などの観光交流拠点のネットワーク化

による広域観光ルートの形成に取り組みます。 

○豊かな漁業資源に恵まれた豊後水道海域を圏域共通の資源として活用

した資源管理型漁業の推進、付加価値の高い農林水産品の開発や地域ブ

ランド化の促進など、両圏域の特色を生かした食料・食品供給基地とし

ての機能強化を図ります。 
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３ 「八幡浜・大洲地区ふるさと市町村圏計画」（広域市町村圏） 

八幡浜・大洲地区広域市町村圏は伊方町・瀬戸町・三崎町を含む16市町

村で構成されており、平成6年には「ふるさと市町村圏」の選定を受け、様々

な地域課題に取り組んできました。 

平成13年度から平成22年度までの10年間を計画期間とした本計画では、

「若者が働ける職場づくり」「社会福祉・医療サービスの向上」「人材育

成、ＵＩターンの推進体制づくり」「自然環境の保全」「生活環境施設の

整備」を具体的な戦略として、住民の合意と参加のもと、総合的な取組み

を推進しています。 

 

（コンセプト） 

「農林水産資源を活用した新たな産業を起こし、豊かな自然や歴史・文

化にふれあう快適な生活空間を創造し、活きいきとした人を育む多自然居

住地域づくり」 

 

（キャッチフレーズ） 

「四季ロマン 海・山・里のシンフォニー“西予”」 

～新世紀の躍動・夢・未来～ 

 

（将来像） 

1 住民が主体となり責任をもって育てる地域づくり 

2 地域に暮らし地域を誇れる人材が育つ地域づくり 

3 生きる力を培い21世紀を支える地域産業が伸びる地域づくり 

4 安全、安心、健康を軸にした暮らしが営まれる地域づくり 

5 心豊かな文化が息づき交流が生まれる地域づくり 

6 居住と交流の基盤が整った地域づくり 
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第4章 3町のまちづくりの概要 

3町の目指すまちづくりを、町政の最上位計画にあたる総合振興計画から

明らかにします。 

 

１ 3町の将来像 

3町の総合計画に示されているそれぞれのまちの将来像をみると、過疎

化・高齢化への対応や産業の活性化という課題と、それを克服した上でめ

ざすまちづくりの方向性は、おおむね共通しているといえます。 

それは、「農業・漁業・観光を中心とした産業振興を軸に、若者の定住

化と交流の促進によるまちの活性化を図るとともに、豊かな自然環境の中

で住民がいつまでも安心して暮らすことのできる、住民主体のまちづくり」

ということができます。              

 

【総合振興計画】 

○伊方町：「伊方町総合計画2001」   （計画期間 平成13～22年度） 

○瀬戸町：「第4次瀬戸町総合振興計画」（計画期間 平成14～23年度） 

○三崎町：「第3次三崎町総合振興計画」（計画期間 平成13～22年度） 
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【将来像】 

伊方町 笑顔あふれる郷土伊方町をめざす 

―魅力ある定住のまちづくり― 

 

＜まちづくりの方向性＞ 

①活力と自立の産業づくり 

②安らぎと幸せの福祉づくり 

③教育と文化の人づくり 

④定住の魅力あふれる生活環境づくり 

⑤町民参加のまちづくり 

瀬戸町 地域資源を生かした活力ある産業と、豊かな自然や歴史・文化にふれあ

う快適な生活空間を創造し、人々が集い・にぎわう多自然居住地域づく

り 

－あしたに勇気と希望の風がふくまち 瀬戸町－ 

 

＜まちづくりの方向性＞ 

①活力ある産業と就業の場が確保され、若者が定住できるまちづくり 

②高齢者が住み慣れた場所で心豊かにいきいきと暮らせるまちづくり 

③豊かな自然と共生し、快適・安心・健康な暮らしが営めるまちづくり 

④温かい人情と豊かな文化が息づき、交流の輪が広がるまちづくり 

⑤住民が主役となり、責任も持って育てるまちづくり 

三崎町 地域産業の再構築、新たな地域産業の創出、若年層の定住促進、観光・

レクリエーションの振興、地域内外の人々の交流・ふれあい活動など、

町民と行政が連携・協働した創造的な取組み 

『ふれあい みさきの創造』 

－三崎で暮らす人・岬を訪れる人が心かよわす豊かなまち・三崎町－ 

 

＜まちづくりの方向性＞ 

①ゆたかさと活力を創るまち－産業 

②健やかさとやすらぎを創るまち－保健福祉 

③うるおいと快適さを創るまち－生活環境 

④人のかがやきと文化を創るまち－教育文化 

⑤ひろがりを創るまち－社会基盤 

⑥共生・協働・参画を創るまち－住民自治 
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２ 産業振興 

共通する主な産業振興策として、次のものが挙げられます。 

（農業） 

生産基盤整備の強化、特産品の開発（地場産品のブランド化・高付加価 

値化）、担い手の育成、生産流通体制の充実 

（林業） 

森林資源の多面的な活用 

（漁業） 

漁港や漁場など生産基盤の整備、資源管理型漁業の推進、人材育成、水 

産加工業の振興 

（商業） 

共同店舗化の推進などによる商業の集積 

（工業） 

企業誘致の推進、地場資源を活かした新商品の研究開発 

（観光） 

観光拠点の整備充実、地域資源を活用した観光振興、佐田岬の観光開発 

及び広域観光の推進 

そのほか、独自の事業としては、工場用地の整備（伊方町）、新エネル

ギー産業の起業（瀬戸町）、「起業」創造会議の設置、交流拠点施設の整

備、町民のホスピタリティの醸成（三崎町重点プロジェクト）などがあり

ます。 

【課 題】 

地理的条件・自然条件から主要産業や産業構造がほぼ同じであるため、

後継者の確保、経営環境の健全化、地域特性の活用といった課題も共通し

ています。そのため、産業種別ごとの推進施策にも多くの共通点がみられ

ます。 

合併によって、これら多くの施策は継続されると考えられます。また、

各町独自の事業効果を新町全体に波及させることも可能となり、多様な産

業振興策が効果的に展開されることでしょう。 

一方、事業によっては優先順位の設定や事業の統合も検討することが必

要なため、関係団体や事業者などとの十分な協議が必要です。 
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【推進施策の概要】（総合振興計画） 

①農林業 

伊方町 ■農業 

 高生産性農業の実現をめざし、生産基盤の強化や経営規模の拡大

化、流通・販路体制の整備に努めます。また、後継者など担い手の育

成を図るとともに、新しい消費の開拓をめざして特色ある地場産品の

開発に努めます。 

<1>生産基盤整備の強化 

<2>経営規模の拡大、高度技術の導入 

<3>特色ある地場産品の開発 

<4>農業生活環境の充実 

<5>農業の担い手の育成 

<6>農協など生産・流通体制及び組織の強化・充実 

■林業 

 植林や間伐・枝打ち・風倒木の処理などを通じて森林環境の維持・

増進を図り、また近年高まりつつある自然志向の中、多様な利用ニー

ズに対応した有効活用を促進します。 

<1>生産基盤の整備 

<2>森林資源の多様な活用 

瀬戸町 ■農林業 

 将来にわたって柑橘農業を維持・発展させるため、農道などの基盤

整備に合わせ、省力化施設の整備、高収益産品への改植など総合的な

支援を進めます。 

また、中山間地域直接支払制度や集落営農の推進、女性や高齢者の

能力活用を図り、農地の荒廃防止に努めます。塩成地区を中心に栽培

される甘藷についてさらなるブランド化や加工技術の研究を進め、高

付加価値化を図ります。 

 高原部における畜産については、牧歌的な景観や半島部の歴史を語

る上でも大きな財産であり、後継者の支援やブランド化を進めます。 

三崎町 ■農業 

農業については、農家戸数の減少や兼業化・高齢化が進む中、農業

用灌水施設や集落排水施設、農道整備等生産基盤の一層の充実を計画

的に進めながら、地域における話し合いを基本に農地の集積化や農作

業の受委託等を促進し、経営感覚あふれた担い手を育成・確保するこ

とで農業生産体制の強化に努めます。 

また、農業関連機関・団体等と一体となり、品質・生産性の向上を

めざすとともに、多様な消費ニーズや産地間競争の激化に対応できる

産地づくりを図り、職業として選択しうる魅力とやりがいのある農業

の確保をめざします。 
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■林業 

林業については、町土の保全、水源の涵養、保健・休養機能など森

林の持つ多面的な機能を保全・利用していくという観点に立ち、適正

な間伐を推進しながら、合わせて林道などの生産基盤の整備も進めま

す。 

②水産業 

伊方町 漁港や漁場など生産基盤を整備するほか、資源管理型漁業を推進し、

また漁業の担い手の育成に努めます。加えて、水産加工業を振興して、

生産・加工の一貫体制をめざします。 

<1>生産基盤整備の推進 

<2>資源管理型漁業の育成 

<3>水産流通・加工業の育成 

<4>漁業の担い手の育成 

瀬戸町  塩成漁港、四ツ浜（川之浜）漁港の地域水産物供給基盤整備事業を

はじめ、計画的な生産基盤整備を引き続き進めます。 

また､沿岸域での漁場の整備や稚魚・稚貝の放流支援に合わせ、資源

保護に対する意識啓発を進めます。 

さらに、道路交通網の整備も視野に入れ、流通・加工施設などの整

備を検討するとともに、観光産業との連携や魚食普及活動により、販

売チャンネルの拡充と消費拡大を進めます。 

■港湾 

 地方港湾三机港について、漁船の大型化やプレジャーボートの増加

から船だまりの整備が要望されており、これの計画的な整備について

検討を進めます。 

三崎町 魅力ある水産業づくりをめざして、生産基盤の整備を図り、資源管

理型漁業を進めるとともに、経営感覚あふれる人材の育成に努め、岬

アジ・岬サバをはじめブランドの強化を図ります。 

③商業 

伊方町  地元商業を育成するため、町民の基本的な買物ニーズを満たす既存

商品および商店街の整備や、集客の中心となる核店舗の育成をめざし

ます。 

<1>商店・商店街の整備 

<2>商業環境の充実 

瀬戸町  商工会との連携を密にし、町内消費の拡充支援に努めます。また、

将来に向けてＦＡＸ宅配や共同店舗化などの検討を進めます。一方、

サービス業においては、観光産業との連携による経営拡充や、食・遊・

泊のグレードアップを積極的に支援します。 

三崎町 町外への購買力の流出を防ぎ、商業の活性化を図るため、経営の合

理化や商業集積を進め、新たな商業ゾーン形成の適正な誘導に努めま

す。 
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④工業 

伊方町 既存業種である繊維、衣服、食品加工を中心に経営の安定化を図る

とともに、工場用地などを整備し、積極的に新しい工業導入に努めま

す。またＵターン化などの推進により、企業立地の魅力となる若者ら

を中心とした労働力の確保を進めます。 

<1>工場用地整備、企業誘致の推進 

<2>地元労働力の確保 

<3>既存工業の経営安定化・地場資源を活かした新製品開発 

瀬戸町  製造業においては、地場産品を原材料とした農水産加工業が有望で

あり、生産者との連携や新商品開発、また市場調査などの研究・支援

を進めます。 

また、積極的な公共投資や新エネルギー産業の起業など、幅広い工

業振興策を進め、雇用機会の確保に努めます。 

三崎町 豊かな自然を生かしたまちづくりを進めるため、環境保全に十分配

慮しながら、優良企業の誘致に努めます。 

 

⑤観光 

伊方町  広域交通幹線道路である一般国道197号（佐田岬メロディーライン）

は海の眺望景観に優れたドライブウェイであり、また原子力発電所関

連施設やレクリエーション公園などがあります。 

 これらの資源・施設の活用を図るとともに、観光ルートや新しい特

産品などのみやげ物の開発を進めます。 

<1>観光資源、施設等の開発 

<2>観光関連産業の育成 

<3>観光広報・情報の普及 

<4>広域的連携による佐田岬など地域全体の観光リゾート開発の推進 

瀬戸町  観光部門では、須賀公園や宇和海海水浴場、また県立自然公園など

既存施設のグレードアップを図るとともに、風力発電事業と連動した

風車公園整備や県営事業による教育ファームの整備など自然体験を

核とした観光地形成を進めます。 

 また、民活による佐田岬リゾートについて、都市住民の田舎暮らし

志向を反映し、季節滞在型から定住型リゾートへと転換を見せてお

り、定住促進にも一定の効果を見せていることから、引き続き積極的

な２次開発支援を進めます。 

三崎町 自由時間の増大や町民ニーズの多様化の中で、町内外の観光・レク

リエーションニーズに応えられるよう、観光・レクリエーション拠点

の整備を進めます。また、広域観光の取組みの充実をはじめ、各種イ

ベント・祭りの充実やＰＲ活動の積極的な展開、町の歴史・文化資源

や恵まれた海の幸・山の幸を生かした観光開発など、観光の多様化を

めざします。 
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３ 保健・医療・福祉 

3町が進める施策の主な共通点は次のとおりです。 

（保健・医療・地域福祉） 

疾病予防・健康づくりの推進、地域医療体制の充実、保健福祉サービスの 

充実、保健・医療・福祉の連携強化、ボランティア活動をはじめとする地 

域福祉の推進 

（高齢者福祉・介護） 

施設の整備・充実、福祉サービスの充実、介護保険事業の円滑な運営、生 

きがい対策の推進 

（障害者福祉） 

障害者の自立支援、公共施設などの改良整備（バリアフリー化） 

（児童福祉） 

保育サービスの充実、子育て家庭を支援する地域体制の充実 

 

そのほか、独自の事業として、児童館と総合的な保健・医療・福祉施設

の整備（伊方町）、特別養護老人ホームと中核診療所の整備（瀬戸町重点

プロジェクト）、シルバー人材バンクの創設（瀬戸町）、健康管理システ

ムの構築（三崎町）などがあります。 

【課 題】 

3町ともに少子化・高齢化が進んでいることから、子どもを産み育てやす

い環境の充実、障害者や高齢者を含めた住民全員が安心して暮らすことの

できる地域づくりへの取組みが喫緊の課題となっています。そのため、各

分野の施策も多くの共通点があります。施設の広域利用や保健福祉サービ

スの充実、地域医療体制の強化など、合併効果による暮らしやすさの向上

が図られることでしょう。 

一方で、合併後の施設整備や保健福祉サービスの提供体制などについて

は、広域的な観点からの十分な検討が必要です。また、関係機関数や町の

面積も大きくなるため、効果的・効率的な連携に向けた体制整備が急務と

なります。 
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【推進施策の概要】（総合振興計画） 

①保健・医療・地域福祉 

伊方町 ■保健（基本計画より） 

保健・医療・福祉の事務連携を促進し、健康管理情報の一元管理を

進めます。 

生涯を通じた心身両面における健康づくりや疾病の予防活動の強

化を図ります。 

■地域医療 

従来の医療供給体制の整備や各種検診の充実はもちろんのこと、各

家庭や地域での健康づくりに主眼をおき、医療機関、行政、住民が一

体となった健康教育や健康相談を積極的に実施し、疾病の予防に努め

ます。 

<1>医療計画づくり 

<2>子どもから老人までの健康づくりの推進 

<3>老人医療の充実 

■地域福祉 

 保健、福祉サービスの各分野における基盤整備とともに、ホームヘ

ルパーなどのマンパワーの確保を行います。 

また、関係機関、団体が一体となり、民間福祉活動との連携を図りな

がら、地域福祉の充実、向上を図ります。 

<1>拠点施設整備と支援体制づくり 

<2>福祉団体の充実・強化 

瀬戸町 ■保健・医療 

 保健・医療・福祉の連携強化、スタッフの確保と資質の向上に努め、

健康づくり事業の推進と保健活動の充実を図ります。また、地域医療

の拠点となる中核診療所の整備や広域医療機関との連携により、安心

できる地域医療体制を確立します。 

老人保健について、健康相談や健康教室の充実により疾病予防に努

めると共に、重複診療防止の啓発により医療費の抑制と適正化を図り

ます。 

■地域福祉 

学校や社会における福祉教育の充実やボランティア活動の支援、ま

た社会福祉協議会の機能強化などにより地域に適したサービス体制

を築き、町民が住みなれた地域で心豊かにいきいきと暮らせる福祉の

町づくりを進めます。 

三崎町 ■保健・医療 

町民一人ひとりが生涯を通じて健康で生き生きと生活できるよう、

保健・医療・福祉の各関係機関との連携強化のもと、「自分の健康は

自分で守る」という意識の高揚と自主的活動の促進に努めるととも

に、各種検診内容・方法の充実や健康管理システムの構築、在宅ケア

体制の整備など、乳幼児から高齢者にいたるまでの人生の各期に応じ
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た保健サービスの充実に努めます。 

また、町民の医療ニーズの高度化、多様化や救急医療需要に応えら

れるよう、町内外の医療関係との連携を強化するとともに、地域医療

体制の充実に努めます。 

■地域福祉 

高齢者、障害者、児童など、すべての町民が地域の中で共に助け合

い、支え合いながら生き生きと暮らしていくことのできる地域社会の

構築をめざして、地域福祉活動の中核的な役割を担う社会福祉協議会

や民生児童委員の福祉活動を積極的に育成・支援していくとともに、

地域住民のボランティア活動の育成や福祉意識の高揚等に努めます。 

 

②高齢者福祉・介護 

伊方町 高齢者向け福祉施策を総合的な観点から推進して施設整備を図る

とともに、あわせて健康管理に代表される予防サービスなどのソフト

面の充実に努めます。 

<1>老人保健福祉施設の充実 

<2>老人保健福祉サービスの充実 

瀬戸町  介護拠点施設として「特別養護老人ホーム」の誘致を図るとともに、

デイサービスセンターやグループホーム、また在宅介護支援センター

などを活用して、保健・医療・福祉スタッフが一体となった在宅福祉

サービスを進めます。 

また、社会福祉協議会を中心に、老人クラブ活動の支援やシルバー

人材バンクの創設の検討などを進め、健康・自立・社会参加を軸とし

た生きがい対策を進めます。 

 介護保険制度について、受け皿施設の整備やスタッフの充実などに

ついて定期的な見直しを図り、制度機能が十分発揮できる体制づくり

に努めます。 

三崎町 三崎町老人保健福祉計画及び介護保険事業計画に基づき、ホームヘ

ルプサービス（訪問介護）、デイサービス（日帰り介護）、ショート

ステイサービス（短期入所生活介護）をはじめとした各種保健福祉サ

ービスの充実、高齢者の健康増進施策の充実、生きがい対策の推進な

どに努めます。 

また、これらの事業を円滑に展開するため、福祉施設の整備拡充、

関係機関、組織の連携強化や人材の確保など、総合的な高齢者保健福

祉体制の整備に努め、長寿社会にふさわしい福祉基盤の整備とシステ

ムの確立を図ります。 

さらに、介護保険制度については、総合的な実施体制の確立のもと、

適正な制度運用に努めます。 
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③障害者福祉 

伊方町 既存の福祉施設の充実を図るとともに、地域の保健・医療・福祉の

サービスを提供するための総合的な拠点施設の整備を図ります。 

障害者の自立と生活の安定を図るとともに、社会参加の促進、交流

機会の確保等の生きがいづくりを進めます。 

バリアフリーの都市整備、施設整備を推進します。 

瀬戸町  障害者が自立し、平等に社会参加ができるよう健常者との交流事業

を進めるとともに、障害者の利便性に配慮した公共施設などの改良整

備に努めます。また、各種事業の推進や障害者福祉制度の積極的な活

用を促進します。 

三崎町 障害者の社会への完全参加と平等を目標に、「心の壁」のない福祉

的風土づくりはもとより、総合的な相談体制の確立や保健・医療・福

祉サービスの提供、雇用・就業の促進、さらには、あらゆる分野で障

害者に配慮したまちづくりに取組み、ノーマライゼーション社会の構

築に努めます。 

 

④児童福祉 

伊方町 多様な保育ニーズに対応した保育所や、生活体験・自然体験・遊び

体験を通じた子どもの相互交流の場としての児童館を整備する必要

があります。 

不登校やひきこもり、いじめ、児童虐待など、子ども自身や子育て

中の親が抱える諸問題への対応策・支援策の検討を進めます。 

瀬戸町 保育園４園の存続を軸に施設の計画的な改築や多様な保育サービ

スの提供、また、出産・育児を地域全体でバックアップする体制づく

りを進めます。 

三崎町 少子化や核家族化など、児童や家庭を取り巻く環境が大きく変化す

る中で、未来を担う児童が心身共に健全に育成されるよう、保育園の

施設・設備の整備充実や多様化するニーズに即した保育内容の一層の

充実に努めるとともに、遊び場の確保や子育て相談・支援機能の充実

を図り、子どもを産みやすく育てやすい環境づくりに努めます。 

 



 

 

 -36- 

４ 教育・文化 

3町が進める教育指針及び文化振興への取組みの共通点は、次のとおりで

す。 

（学校教育） 

時代に応じた教育内容の充実、学校施設の整備・充実、学校規模の適正

化の検討 

（生涯学習） 

拠点施設の整備・機能充実、生涯学習プログラムの充実 

（スポーツ・レクリエーション） 

社会教育団体などとの連携による活動の充実 

（芸術・文化） 

郷土文化の継承、文化財の調査・保存 

（人権・同和教育） 

人権意識の啓発活動の推進 

 

そのほか、独自の事業としては、人権尊重の町づくり条例の具現化（伊

方町）、広域的な「佐田岬民族資料館」の整備（瀬戸町）、ＣＡＴＶをは

じめとした学習情報提供システムの整備（三崎町）があります。 

 

【課 題】 

教育・文化に関する推進施策は、3町とも多くの共通点がみられます。 

これからのまちづくりにとって、人権尊重の意識の浸透、人材育成のた

めの教育環境の充実、地域アイデンティティ（＝郷土色）の根幹をなす文

化の保存・継承が重要な役割を果たします。 

そのためには、新町の教育理念を早期に確立するとともに、地域交流の

拡大による一体性の形成を促進することが大切です。 
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【推進施策の概要】（総合振興計画） 

①学校教育 

伊方町 より一層の学校教育体制の充実を推進するとともに、国際化、情報

化など新しい社会の変化にも対応できる豊かな人格形成の推進を図

ります。 

<1>学校施設の整備・充実や適当な規模に校区編成など、学校教育体

制の充実 

<2>豊かな人格形成を育む教育体制づくり 

瀬戸町  教育施設・設備の充実や教職員の資質と指導力の向上を図ります。

また、学校週５日制への対応やゆとりを重視した教育の推進、ふるさ

とを愛する心の醸成に向け、生涯学習部門と連携した「地域ふれあい

交流事業」を積極的に進めます。 

 長年の懸案事項である学校統合については、関係者との協議を積極

的に重ね、十分な理解と合意のもと、基本計画の推進に努めます。 

三崎町 次代の三崎町を担う子どもたちが、「生きる力」を育み、創造性豊

かなたくましい人間として成長していくことができるよう、保・小・

中・高校の一貫した教育方針の確立のもと、基礎・基本の確実な定着

と体験を踏まえた学習を推進するとともに、自然や歴史を生かした教

育、情報化・国際化等に対応した教育、福祉教育、環境教育の推進な

ど、教育内容の充実に努めます。 

また、過疎化、少子化傾向に伴い、学校規模の適正化のための統合

の検討を行っていきます。 

 

②生涯学習 

伊方町  人間教育、人格形成を目的とし、町民自らの意志で学習する意欲を

増進させ、家庭や社会における教育の重要性と発達段階に対応した適

切な学校教育の確保などに努め、家庭教育、学校教育、社会教育など

の総合化、体系化を進める必要があります。 

 またそれぞれの機能と役割を分担し、各機関との連携をもとに、生

涯の各時期に学習の機会が得られるよう、教育諸条件の整備充実を図

ります。 

<1>地域コミュニティの育成、拠点となる施設や機会づくり 

<2>生涯学習推進計画の策定 

瀬戸町  生涯学習推進体制の確立と、拠点となる町民センターの機能充実を

進めます。また、青少年の健全育成や成人教育、高齢者教育の充実に

努めます。 

三崎町 価値観が高度化・多様化する中で、いつでもどこでも町民一人ひと

りが自分に合った学習活動を行い、生涯を通じて自己を高めることが

できる生涯学習社会を確立するため、生涯の各期における幅広いニー

ズに即した学習環境づくりに努めます。「いつでも、どこでも、だれ
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でも学習に参画できる」ことを基本に、組織や体制、施設整備を図り、

多彩な生涯学習プログラムの整備や様々な学習情報の提供に努めま

す。 

 

③スポーツ・レクリエーション 

伊方町 社会教育団体などとの連携を図り、コミュニティ活動、地域スポー

ツ活動など、各種イベントを活用して地域活動の活発化を進めます。 

福祉部門との連携を進め、スポーツ活動の活発化などを図ります。 

瀬戸町  体育協会の支援や体育指導委員会の組織体制の強化に努め、活動の

充実を図ります。また、活動の拠点である総合的な施設の機能充実を

進めます。 

三崎町 町民一人ひとりが生涯にわたってそれぞれの体力や年齢に応じた

スポーツにいつでもどこでも気軽に親しむことができるよう、生涯ス

ポーツ推進体制の充実を図ります。各種スポーツ施設の整備充実及び

ネットワーク化を進めるとともに、スポーツサークル・団体の育成や

指導者の養成、だれもが行えるニュースポーツの普及、さらにはスポ

ーツイベントの充実にも力を入れ、心身の健全な発達と健康の保持・

増進に努めます。 

 

④芸術・文化 

伊方町 郷土文化の普及や文化財の調査、保存を進めます。 

瀬戸町  有形無形の文化財や伝統芸能の調査・研究や保存・継承に努めると

ともに、広域的な視野での総合資料館整備を検討します。 

また、芸術・文化イベントの積極的な開催や指導者の派遣、成果発表

機会の提供などを通じて、地域に根ざした芸術・文化の創造に努めま

す。 

三崎町 郷土に根ざした個性豊かな地域文化の創造を促すため、各種芸術・

文化団体の育成・支援に努め、町民の自主的・主体的な芸術・文化活

動の一層の活性化を進めるとともに、文化イベントの充実や情報の提

供、活動の場の充実等を通じて芸術・文化に接する機会と成果を発表

する場の拡充を図ります。 

また、歴史や風土の中で育まれ継承されてきた貴重な文化財の調査

と適切な保存・活用を進め、町民はもとより町外の人も広く三崎町の

歴史や文化について学ぶことができる機会の拡充に努めます。 
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⑤人権教育・人材育成 

伊方町 ■人権・同和教育（基本計画より） 

同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決をめざし、人権尊重

の町づくり条例の具現化と啓発活動を進めます。 

■人材育成 

教育・文化活動の普及や啓発に熱心な指導者や団体の育成に向け

て、組織的な対応や人材バンクの再整備を進めます。また、ボランテ

ィア活動の育成に向けて、活動環境の充実を図ります。 

■青少年の健全育成 

家庭・学校・地域社会との連携などを通じて子どもを育てる環境を

整備するとともに、青少年団体の育成などにより、青少年の健全育成

を図ります。 

瀬戸町 ■人権・同和教育 

 学校や職域での研修機会の充実や指導者の養成に合わせ、人権コン

サートや人権啓発劇の開催を通じて、日常的な人権意識の啓発活動を

推進します。 

■幼児教育 

 家庭教育の充実と学校・保育園の連携強化を進めます。 

■人材教育 

 学校教育、生涯教育の充実をはじめ、国内外の先進地への研修派遣、

専門的知識の習得機会の提供など総合的な人材育成策を進めます。 

三崎町 ■人権尊重のまちづくり 

同和問題をはじめ、障害者差別、在日外国人差別、女性差別、いじ

め問題等あらゆる差別を解消すると共に、町民一人ひとりが自分自身

を大切にでき、他人もまた大切にできる土壌づくりをめざし、人権尊

重のまちづくりを推進します。 

■青少年の健全育成 

家庭や地域の教育力の低下が憂慮される中で、次代を担う青少年の

健全な育成を図るため、家庭・学校・地域が一体となった健全な社会

環境づくりを推進するとともに、青少年の自主的な団体活動や社会活

動への参加促進、指導者の育成等に努めます。 
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５ 基盤整備 

3町の基盤整備に関する推進施策の共通点は、次のとおりです。 

（土地利用） 

調和のとれた土地利用 

（道路） 

広域幹線道路、アクセス道路の充実、地区内道路網の整備 

（交通体系） 

バス路線の維持・充実 

（公園・緑地） 

公園・緑地の計画的な配置、景観の保全 

（情報通信） 

八西ＣＡＴＶの積極的な活用 

 

そのほか、独自の事業としては、駐車場の整備（伊方町）、町営バスの

充実（瀬戸町）、フェリー利用拡大のための港湾整備、情報化推進に必要

な人材の養成（三崎町）があります。 

 

【課 題】 

基盤整備に関する推進施策は、多くの共通点がみられます。3町には八西

ＣＡＴＶという情報基盤が整っていることから、共通施策にあるようにそ

の積極的な活用は地域の将来に大きな可能性を与えるものです。 

一方、地域活性化のための最重要課題として、幹線道路とアクセス道路

の整備によるネットワークの充実とともに、高齢化が進む3町ではバスなど

公共交通の確保などが共通した課題となっています。このため、地域間の

バランスを考慮しながら、事業実施について十分な検討が必要と考えられ

ます。 
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【推進施策の概要】（総合振興計画） 

①土地利用 

伊方町  農地、山地、集落などの調和のとれた町土利用を進めるとともに、

市街地、産業、公園などの都市的機能をおのおの集中的に整備した中

心ゾーンの形成を図ります。また町土の長期的な利用計画を定めま

す。 

<1>調和のとれた土地利用の推進  

<2>土地利用に関する計画の立案 

<3>中心市街地の整備 

瀬戸町  特に学校跡地など一定規模を有する土地については、地区民との協

議を密にして有効活用に努めます。また、農用地については、将来を

見通した計画的な基盤整備や集約化を図り、効率的な土地利用を図り

ます。 

三崎町 今後、増大が予想される土地需要に対処するため、本町の自然的、

経済的、社会的条件等を十分に踏まえ、地区ごとの機能を把握し、基

本的に自然を残し、住みよい住環境の保全、豊かな生活基盤の整備と

調和のとれるような合理的な土地利用を図ることが重要です。さら

に、農用地については適正な利用と管理を図るため、農地の流動化を

進めると共に、担い手の育成、南予用水水利事業による基盤整備など

ハード・ソフト両面において、抜本的な改善を図り、生産性の向上、

省力化、土地利用の高度化を進めます。 

②道路・交通体系 

伊方町 鉄道交通に恵まれない本町では、町民の移動手段として道路交通ネ

ットワークの充実が必要であり、とりわけ近隣主要都市とを結ぶ幹線

道路交通の充実が急務です。また、町内でのスムーズな移動を確保す

るためには町道等の整備と、あわせて「町民の足」である公共交通機

関の利便性の向上に努めます。 

<1>幹線道路網の整備 

<2>町内道路ネットワークの形成、生活道路の整備 

<3>駐車場整備やバス路線の充実 

瀬戸町 ■道路 

 主要生活道である県道鳥井喜木津線の整備促進と国道アクセス路

線である県道三机港線の２車線化を要望するとともに、主要町道の計

画的な整備に努めます。また、高齢化への対応や救急・防災面などか

ら地区内道整備が近々の課題となっており、これの重点整備を進めま

す。 

■交通 

 地理的条件や高齢者への対応として、交通機関の確保に努めます。

特に集落間や国道アクセスに有効な交通手段が無いため、町営バスの

充実により町民の需要に応えます。また、民間路線バスについては利



 

 

 -42- 

用者の減少から増便は困難な状況であり、現路線の維持に力点をおい

た取組みを進めます。 

三崎町 連携と交流の時代に即し、一般国道197号（佐田岬メロディーライ

ン）へのアクセス道路の整備を進め、広域交流基盤の整備を図るとと

もに計画的、効率的な町の道路網の整備充実を進めます。 

道路整備に際しては、高齢者や障害者へのやさしさを基本に、歩行

者の安全性を優先するとともに、美しく親しまれる道路づくりに努め

ます。 

海上交通についても、九州と結ぶフェリーが就航しており、今後も、

人、物の流通の拡大が予想されるため、港湾の整備充実を図ります。 

 

③公園・緑地 

伊方町 町土に対して均衡ある公園・緑地の配置計画を行うとともに、集客

効果が期待できる比較的まとまった面積を持つ公園、緑地の整備を進

め、また美しい景観を持つまちづくりをめざします。 

<1>公園・緑地の計画的整備 

<2>町の景観の保全・整備 

瀬戸町  既存の須賀公園、番匠鼻公園、権現山などの環境整備を図るととも

に、各地区のスポット公園の計画的な充実・整備を進めます。また、

町民参加による花いっぱい運動や町花・町木の普及活動により、豊な

自然がより一層輝く環境づくりを進めます。 

三崎町 公園・緑地は、町民に憩いとうるおいを与えるだけでなく、安全性

の確保、自然生態系の確保などの効用を有しています。親子が安心し

て遊べる身近な公園の適正配置や佐田岬半島宇和海県立自然公園「伽

藍山・阿弥陀池」の保全・整備を進めます。 

 

④情報通信 

伊方町 住民サービスの向上を図るため、ＩＴ（情報技術）を活用した地域

情報通信基盤の整備を進めます。 

<1>高度情報通信ネットワークの推進 

瀬戸町  近未来に予測される電子自治体の構築に向け、八西ＣＡＴＶ光ケー

ブルを活用した高度情報化施設の整備を進めます。また、移動通信鉄

塔整備事業や地域インターネット構築事業などにより、情報の地域格

差是正に努めます。 

三崎町 高度情報化社会の到来に伴い、情報が大きな価値を持ち、情報通信

基盤がより重要な社会資本となっていることから、全県的・広域的な

整備動向を踏まえながら、三崎町にふさわしい地域情報化について総

合的な研究を進めるとともに、情報化の推進に必要な人材の養成に努

めます。また、八西ＣＡＴＶの積極的な活用を図っていきます。 
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６ 生活環境 

3町の生活環境分野に関する推進施策の共通点は、次のとおりです。 

（住宅・宅地） 

町営住宅の計画的な改築・整備、定住促進住宅の整備 

（上下水道） 

安定した上水供給、合併浄化槽の設置促進 

（環境衛生） 

ごみ・し尿の広域処理の推進、火葬場の移築・改築 

（交通安全・防犯） 

施設改良、交通安全運動の推進、地域防犯活動の推進 

（防災） 

海岸保全施設整備事業や急傾斜地崩壊対策事業などの計画的な推進、 

広域防災・救急医療体制の強化 

 

 

そのほか、独自の事業としては、公共下水道の整備（伊方町）、宅地造

成（瀬戸町）、簡易下水道の新設・改良（三崎町）などがあります。 

 

【課 題】 

生活環境に関する推進施策は、各町の現状によって差があります。 

環境衛生や救急消防に関しては既に広域行政で行っていることから比較

的スムーズな移行も可能ですが、公共下水道整備や火葬場については、地

域間のバランスを考慮しながら十分な検討が必要と考えられます。 
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【推進施策の概要】（総合振興計画） 

①住宅 

伊方町  地元産業の担い手となる若者らの定住促進のためにも、良質で魅力

ある住宅・居住環境づくりをめざします。 

<1>町営住宅の建替え、建設 

<2>居住環境の充実 

瀬戸町  後継者の定住やＵ・Ｉターン促進の受け皿として、住宅・宅地の両

面における積極的な住環境整備を進めます。住宅については、町公共

住宅整備マスタープランに基づき既存住宅の計画的な改築整備を進

めます。また、並行して若者や勤労者を入居対象とする定住促進住宅

の整備を進めます。 

 一方、宅地については遊休地利用計画と摺り合わせながら、安価で

利便性の高い宅地造成を進め、町民の需要に応えます。 

三崎町 町営住宅については、低所得者の生活安定の確保や若年層の定住促

進、高齢化社会への対応といった視点に配慮しながら、計画的な整備

を検討していきます。 

 

②上下水道 

伊方町 ■上水道・下水道 

 良質の上水供給に努め、全戸普及を目標に推進します。 

 また下水道は、21 世紀に向け、本町のイメージである海洋と緑の美

しい自然を守り快適な生活環境を維持するうえで、欠くことのできな

い施設であり、公共下水道や排水施設の普及に努めます。 

<1>上水道普及率の向上 

<2>公共下水道、合併浄化槽の整備 

瀬戸町  生活様式の変化や開発関連による水需要に的確に対応するため、水

道施設の充実と南予水道企業団からの受水による浄水の安定供給に

努めます。また、効率的な事業運営と維持管理の強化に努め、特別会

計の健全運営に努めます。 

下水道について、現在策定している基本構想計画の見直しを行い、

総合的な排水路の改良整備と長期的な展望にたった下水道整備を検

討します。 

三崎町 町民の生活に直結し、その健康を守るために一日も欠かせない水の

供給については、今後の使用水量の動向を踏まえながら、安定供給に

努めます。また、水道事業の健全運営を堅持しながら、老朽化した施

設の改良や拡充を計画的に進めます。 

下水道について、快適な居住環境の整備と、美しい自然環境を守る

ため、今後の下水道（簡易下水道）施設の新設・改良を推進するとと

もに、合併浄化槽の普及を推進し、計画的な施設の改善を行っていま

す。 
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③環境 

伊方町 ■環境衛生 

ごみの効率的な収集や減量化、資源化の推進が必要になっているこ

とから、効果的な収集・処理体制づくりを進めます。 

 また、し尿の収集・処理についても、下水道の普及などにより、衛

生的な回収を進めます。 

<1>ごみ処理体制の整備 

<2>ごみの減量化、資源化の推進 

<3>下水道の普及、し尿収集・処理体制の充実 

■エネルギー（基本計画より） 

現在の「原子力のまち」という町のイメージをさらに発展させて、

風力発電などを合わせたエネルギーのまちをめざします。 

瀬戸町 ■環境衛生 

 ごみ処理については、可燃物は平成 14 年 12 月から広域処理を図る

こととし、資源ゴミ・粗大ごみなどについては、分別の徹底と再利用

を進めると共に、広域連携によるリサイクルセンターや最終処分場の

整備を検討します。 

 現在、小型合併処理浄化槽設置補助により家庭雑排水の一括浄化を

進めていますが、今後は現行制度に合わせ、町が事業主体となり一定

区域の面的整備を図る手法を検討します。し尿については、引き続き

八西衛生事務組合での共同処理を進めます。 

■エネルギー 

 豊かな風資源を生かした風力発電の事業化が有望であり、これの積

極的な立地を進めます。合わせて、太陽光発電の普及促進により「自

然にやさしいまち瀬戸」として、経済効果の創出とイメージアップを

図ります。 

■墓地・火葬場 

 墓地については、核家族化の進展から新たな需要が生まれており、

周辺環境に配慮しながら、計画的な整備を進めます。 

 火葬場については、老朽化への対応や現施設周辺に学校や運動公園

が整備されたことから、その移転整備について広域的な視野での検討

を進めます。 

■自然保護 

 自然とふれあう活動を通して自然保護思想の普及に努めるととも

に、乱開発の抑止や自然にやさしい公共工事の施工など、総合的な自

然保護対策を図ります。 

三崎町 ■環境衛生対策 

町民とともに地域の生活環境を改善していくために、ごみについて

は、増大・多様化する排出動向に即し、また、容器包装リサイクル法

への対応も踏まえ、収集体制の改善や広域的な処理体制の充実促進、
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処分地の確保に努めます。また、町民、事業者、行政の連携を図りな

がら、分別排出の徹底やリサイクル運動の促進によるごみの減量化、

さらには不法投棄の防止に努めます。 

町内にある火葬場については、老朽化が進んでいるため、改築を検

討します。 

■環境の保全と快適空間の創造 

自然とふれあい、美しさ、快適さを求める町民ニーズや環境保全意

識の高まりに対応して、三崎町の誇りである美しく豊かな自然環境・

景観の保護・保全をはじめ、あらゆる分野における環境問題への適切

な対応、町民の主体的な環境保全活動の促進など、町民、事業所、行

政が一体となった総合的な環境施策を推進します。 

また、自然や風土、歴史資源を活用し、三崎町らしさをより一層際

立たせる景観づくりを進め、環境と共生し、美しくうるおいに満ちた

快適空間の創造に努めます。 

 

④交通安全・防犯 

伊方町 ■交通安全（基本計画より） 

必要に応じて、交差点改良、道路の拡幅、歩道の確保等の交通安全

対策を進めます。 

町民の安全意識を高めるため、交通安全運動をさらに推進します。 

瀬戸町 ■交通安全 

交通安全施設の更新・整備や道路状況の点検、また啓発活動の充実

などにより、事故のない明るいまちづくりに努めます。 

 また、近年町内で多発する暴走行為に対しては、警察等関係機関・

団体等との連携強化により、その抑制を図ります。 

■防犯 

 町内から犯罪を根絶するため、防犯団体との連携強化により防犯・

暴力追放運動を推進します。また、防犯灯や啓発看板の計画的な整備

を進め、犯罪を防止する環境づくりを進めます。 

三崎町 ■交通安全・防犯対策 

増加傾向にある交通事故に対して、町民の交通安全意識や交通マナ

ーの高揚を図るとともに、道路整備や交通安全施設の拡充等を計画的

に進めます。特に、交通弱者といわれる子どもや高齢者、障害者等の

安全性に配慮した道路交通環境の整備を進め、事故のない安全な社会

をめざします。 

また、町民の防犯意識の高揚を図りながら、地域ぐるみの暴力追放

運動や青少年の非行防止活動をはじめ、各種防犯活動や防犯施設の整

備を促進し、犯罪のない明るいまちづくりに努めます。 
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⑤防災・消防 

伊方町 災害発生を未然に防ぐため、施設の耐震性・耐火性を高めるととも

に、水害対策として防波堤や護岸工事等を進めます。 

災害発生時の被害を最小限に抑えるため、さらなる防災体制の強化

に努めます。 

災害発生後の早期復旧のために、周辺市町村等との協力体制づくり

を強化します。 

公共施設等の新設・改築に際して、耐震・耐火構造の採用を進めま

す。 

伊方港の改修計画を進め、防波堤の整備を行います。 

高潮対策として、港湾および漁港における護岸工事を進めます。 

冠木対策として、湊浦地区・九町地区等において、排水路の整備お

よび河川の改良工事を進めます。 

地震や大規模火災への災害対策として、避難訓練の実施などを継続

します。 

周辺市町村との連携・協力による広域防災・救急医療体制づくりを

進めます。 

瀬戸町 ■防災 

 地域防災計画に定める諸対策の周知徹底を図るとともに、海岸保全

事業や急傾斜地崩壊対策事業などを計画的に進めます。また、原子力

防災については、関係機関との連携強化や訓練の充実を図り、防災計

画を常に見直しながら民心の安定に努めます。 

■消防・救急 

 消防体制の充実を図るため、消防団員の確保と資質の向上や施設・

設備の更新・配備を進めるとともに、八幡浜地区消防署第１分署との

連携を強化して予防消防の徹底に努めます。また、救急面においては

医療機関と消防署との連携を密にし、救急体制の充実を図ります。 

三崎町 阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、地震、火災、風水害などあらゆ

る災害から町民の生命と財産を守り、安心して暮らせるまちづくりを

めざし、消防団の活性化をはじめ、消防施設や水利の整備拡充、広域

的な連携による常備消防・救急体制の充実等に努めるほか、三崎町地

域防災計画に基づき、町及び防災関係機関、町民が一体となった総合

的な防災体制の確立を図ります。 
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７ 行財政運営・地域づくり 

3町の各分野に関する推進施策の共通点は、次のとおりです。 

（行政運営） 

町民参加の推進、質の高い行政運営、広域連携の推進 

（財政） 

自主財源の安定的確保、計画的な財政運営の推進 

（男女共同参画） 

男女共同参画社会に向けた意識啓発、学習機会の拡充 

（交流・地域づくり） 

地域間交流・国際交流の推進、主体的な地域づくりへの支援 

 

そのほか、独自の事業としては、米国レッドウィング市との交流（伊方

町）、国際交流協会の設立検討（瀬戸町）、町民主導のまちづくりグルー

プの育成・支援（三崎町）があります。 

 

【課 題】 

各分野に関する推進施策の方向性は共通しています。 

適切な行財政運営、住民と行政の協働、住民の自主的な活動への支援は、

これからのまちづくりにとっての基本要素となります。 

 

 

【推進施策の概要】（総合振興計画） 

①行財政 

伊方町 ■行政 

 町民参加のまちづくりを推進するとともに、総合的な計画行政の推

進を図り、また近隣市町村との協調による広域圏的連携などを進めま

す。 

<1>町民参加の推進 

<2>総合的な計画行政の推進 

<3>広域行政の推進 

■財政 

 計画に基づく財源の確保及び財源の効率的、重点的配分と運用を進

め、事業計画の実行性の確保に努めます。 

 また、事務的経費の削減に努め、歳出の効率化を図ります。 
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<1>自主財源の安定的確保 

<2>合理的な財政運営の推進 

瀬戸町 ■行政運営 

 職員の意識改革と能力開発を日常的に進め、多様で質の高い行政サ

ービスの提供に努めます。また情報の積極的な開示と公聴活動の充実

により、町民参加のシステムづくりを推進するとともに、事務事業の

見直しや広域連携により効率的な行政運営を進めます。 

■財政 

 国の財政構造改革による地方交付税などの大幅な縮減を踏まえ、自

主財源の安定確保と経常経費の削減により、引き続き健全財政の維持

に努めます。また、重点事業への計画的・効果的な投資により、長期

的展望に立った財政運営を図ります。 

三崎町 ■行財政運営 

地方自治の精神に基づく分権の流れにより、自己主張と自己決定

権、それに基づく自己責任が拡大されると共に、益々多様化する町民

ニーズや、高齢化・情報化といった時代の流れに的確かつ柔軟に対応

していくため、体力と主体性・責任感のある行政運営を図ります。そ

のために、“三崎町行政改革大綱”に基づき、弾力的な行政組織・機

構の編成や事務の効率化、職員の能力開発などの行政改革を積極的に

推進します。また、本計画に沿ったまちづくりの長期的な展望のもと、

事業の優先度や緊急度に応じた財源の重点配分を図り、効率的・効果

的な財政運営に努め、健全財政の維持を図ります。 

 

②男女共同参画 

伊方町 ■男女共同参画（基本計画より） 

家庭や地域そして社会活動における男女共同参画社会の実現に向

けて、意識づくりや子育て環境の充実などを進めます。 

瀬戸町 ■男女共同参画 

 各種審議会への女性の積極的な登用や、男女が同時に学ぶ講座や研

修会などを通じて、女性の能力開発と男女共同参画社会に対する意識

啓発を進めます。 

三崎町 ■男女共同参画社会 

 性別役割の分担意識と男女不平等な慣習や慣行を解消し、町民一人

ひとりが家庭・地域・職場等、社会のあらゆる分野に参画し、その個

性や能力を十分に発揮しながら互いに主体性を持った生き方ができ

る男女共同参画社会の実現をめざします。そのために、「男女共同参

画社会づくり行動計画」を策定し、男女が対等なパートナーとして社

会に貢献できるよう、女性の社会参画機会や学習機会の拡充、男女が

ともに働きやすい環境の整備に努めます。 
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③交流・地域づくり 

伊方町 ■地域間交流・国際交流（基本計画より） 

北海道泊村などの全国の電源立地地域市町村との交流や姉妹都市

交流、そして、今後とも国際交流を推進するため、米国レッドウィン

グ市など海外都市との文化および人的交流を進めます。 

瀬戸町 ■地域間交流 

 本町の持つ豊かな自然資源や人的資源を生かし、観光産業と連動し

た地域間交流を進めます。 

■国際交流 

 現在の中学生海外ホームステイ事業や日韓交流事業をはじめとす

る活発な相互交流を進めます。また、交流基盤整備として、町民が主

体となった国際交流協会の設立について検討を進めます。 

■住民参加 

積極的な広報・公聴活動を通じて町民の一体感を醸成しながら、

個々の持つ多彩な能力や発想を活用して地域づくりに参画できる仕

掛けづくりを進めます。 

三崎町 ■地域間交流 

地域間交流においては、教育・文化・スポーツ・ボランティア等の

幅広い分野での交流事業の充実に努めるとともに、観光事業との積極

的な展開を図りながら、地域間交流のネットワーク化を推進します。 

■地域コミュニティ 

自治意識の高揚と地域連携の強化を図るため、コミュニティ活動の

拠点である施設の整備充実に努めるとともに、地域リーダーの発掘・

養成を行い、創意と工夫による個性ある自主的な地域づくりを促進

し、各種コミュニティ活動の活性化を図ります。また、それらの活動

が町民の郷土愛を高揚させ、町民の自主的・主体的な参画につながる

よう、心と自治を育み、うるおいあるコミュニティの形成に努めます。 
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第5章 人口の見通し 

１ 国 

現在は増加している国の総人口は、平成18年をピークに減少に転ずると

予測されています。そして、平成26年には戦後生まれの人口規模の大きな

世代が高齢期に達し、国民の4人に1人が65歳以上となる超高齢社会を迎え

ると考えられています。 

 

【国の人口推計】（国立社会保障・人口問題研究所／平成 14 年 1 月中位推

計） 

126,925,843

84,114,574
100,593,000

0

20,000,000

40,000,000

60,000,000

80,000,000

100,000,000
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実績値 推計値

 

 

 

２ 愛媛県 

愛媛県の総人口は、1985年（昭和60年）の約153万人をピークにすでに減

少傾向にあります。この10年間で、愛媛県の総人口は、約2万3千人、率で

は1.5％減少しました（同期間に、全国は3.7％増加）。  

今後は、出生率の低下により、自然増減も減少（出生＜死亡）に転じる

ことが避けられない状況にあることから、2010年（平成22年）の県の推計

総人口は、現在よりも約7万人減少し、143万人程度となります。 
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【県の人口推計】（第五次愛媛県長期計画） 

 

 

３ 本地域 

平成7年と12年の国勢調査（年齢別・性別人数）を基礎データに推計した

場合、本地域の総人口は年々減少し、30年後は6,000人程度となることが予

測されます。 

すべての年代で減少しますが、中でも生産年齢人口の減少の影響が大き

く、親となる世代の人口減少に伴い、子ども（年少人口）の減少も一段と

進みます。一方、高齢人口は減少するものの、他の世代の減少がそれ以上

に大きいことから高齢化率は上昇し続けます。そして、20年後は生産年齢

人口を上回るものと予測されます。 

 

この数値は、あくまでもこれまでの人口推移を基礎とした推計です。た

だし、国の総人口も減少に転じること、愛媛県でも人口減少が進むことを

考え合わせた場合、大規模な開発などによる人口増加要因がみられない本

地域では、この地域の実情を前提に、新町の将来像を検討することが必要

です。 
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【人口推計】（国立人口問題研究所／小地域簡易将来推計システムで算出） 

将来人口の推移

0
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10,000

12,000

14,000

16,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年

人
65歳以上
15～64歳
0～14歳

 

 

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年
1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年
2,216 1,798 1,434 1,149 904 708 564 451
15.0% 13.3% 11.7% 10.6% 9.6% 8.7% 8.1% 7.6%

8,390 7,110 6,175 5,377 4,472 3,633 2,905 2,320
56.7% 52.5% 50.5% 49.6% 47.3% 44.5% 41.6% 39.0%

4,181 4,628 4,611 4,320 4,086 3,817 3,521 3,173
28.3% 34.2% 37.7% 39.8% 43.2% 46.8% 50.4% 53.4%

14,787 13,536 12,220 10,846 9,462 8,158 6,990 5,944
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

国勢調査人口 将来推計人口

０～14歳

15～64歳

65歳以上

総数
 

上段：人数、下段：構成割合 
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第6章 町民意識 

新町建設計画策定にあたっては、「新しいまちづくりに関する町民意向

調査」（以下、アンケート調査）を3町で実施し、3町の魅力、新しいまち

づくりへの要望、新町建設への意見などをうかがいました。 

ここでは、その調査結果から町民の意識・意向をまとめます。 

（１）回答者の傾向 

回答者の地域区分をみると、配布数に対する回答率に多少の差があるも

のの、地域ごとの世帯構成比率に応じる割合となっています。（下表参照） 

また、回答者の性別をみると男性が多くなっています。実際は、3町全体

の18歳以上人口は女性が若干多い状況ですが、この要因として、世帯あて

に送付したために、世帯主となっている男性が多く回答したものと考えら

れます。これは、50代以上の各年代の割合が実際の年代別人口割合を上回

っていることからも推測できます。 

居住年数は20年以上、職業は自営農業、会社員・団体職員・公務員、無

職が多いことも、回答者の属性と産業構造から考えると、実際との大きな

差はないものと考えられます。 

 

50代以上の男性の意見が若干強く反映される傾向にはあるものの、地域

区分を含めて現状と大きな差はない、つまり、本調査結果は、住民の意向

をおおむね反映していると考えることができます。 

 

【参考】 

区  分 
配布数に対す

る回答率 

参  考 

世帯数 構成比 

伊方町 伊方地域 36.3％ 1,792 33.0％ 

町見地域 41.2％ 764 14.1％ 

瀬戸町 三机地域 40.7％ 656 12.1％ 

四ツ浜地域 45.2％ 460 8.5％ 

三崎町 三崎地域 27.1％ 1,198 22.1％ 

神松名地域 30.6％ 558 10.2％ 

合  計 37.2％ 5,428 100.0％ 

注：但し、各町配布数に対する回答率は、不明分は算入していない。 
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（２）情報機器等の浸透度 

コンピュータは全体の3割が所有しています。伊方地域（36％）や神松名

地域（30％）で3割を超え、他の地域より高い所有率となっています。年齢

別では10代・20代は6.5割、30代・40代は5.5割、50代は4.5割、60代は2割、

70代は0.5割と、年齢が上がるにしたがって所有率は下がります。 

インタ－ネットは全体の2割が利用しています。年齢別では30代の5割が

最も高く、10代・20代、40代は4割、50代は2.5割、60代は1割の利用となっ

ています。 

 

若年層ほどコンピュータやインタ－ネットを利用している傾向はみられ

ます。しかし、1世帯に1台というほどは普及していません。特に高齢者に

とっては、まだなじみが薄いことがうかがえます。 

今後の情報化社会への対応策や幅広いメディアの活用などは、こうした

実情を踏まえた取組みが求められます。 

 

【クロス分析】 

問1(6) コンピューター保有状況
全体 持っている 持っていな

い
不明

合計 2021 580 1371 70
100.0 28.7 67.8 3.5

伊方地域（伊方町） 650 234 410 6
          100.0 36.0 63.1 0.9
町見地域（伊方町） 315 79 234 2

100.0 25.1 74.3 0.6
三机地域（瀬戸町） 267 69 192 6
             100.0 25.8 71.9 2.2
四ツ浜地域（瀬戸町） 208 51 156 1

100.0 24.5 75.0 0.5
三崎地域（三崎町） 325 92 232 1
             100.0 28.3 71.4 0.3
神松名地域（三崎町） 171 52 115 4

100.0 30.4 67.3 2.3
10・20代 76 50 26 0

100.0 65.8 34.2 0.0
30代 166 97 68 1

100.0 58.4 41.0 0.6
40代 272 152 120 0

100.0 55.9 44.1 0.0
50代 388 171 217 0

100.0 44.1 55.9 0.0
60代 440 75 357 8

100.0 17.0 81.1 1.8
70歳以上 627 33 579 15

100.0 5.3 92.3 2.4

地
域
別

年
齢
別
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問1(7) インターネット利用状況
全体 利用してい

る
利用してい
ない

不明

合計 2021 371 1547 103
100.0 18.4 76.5 5.1

10・20代 76 28 48 0
100.0 36.8 63.2 0.0

30代 166 88 77 1
100.0 53.0 46.4 0.6

40代 272 104 167 1
100.0 38.2 61.4 0.4

50代 388 95 291 2
100.0 24.5 75.0 0.5

60代 440 38 391 11
100.0 8.6 88.9 2.5

70歳以上 627 17 568 42
100.0 2.7 90.6 6.7

年
齢
別

 

（３）住まいの町に対する満足度 

『満足度が高い』（満足＋やや満足）項目をみると、1位「①自然環境の

豊かさ」5割、2位「⑧水道の整備状況」4割、3位「⑥ごみの収集・処理の

状況」3割です。一方、『満足度が低い』（やや不満＋不満）項目として、

「⑰働きがいのある職場」、「⑱日常の買物の便利さ」、「⑭男女平等意

識や女性の社会参画」などを挙げています。 

地域別にみても、『満足度が高い』あるいは『満足度が低い』項目は、6

地域ともほぼ共通しています。しかし、その満足度のポイントに地域格差

があり、特に「⑮保健・医療サービスや施設整備」では、三机地域の満足

度が群を抜いて高くなっています。また、合併意識別にみると、すべての

項目において「合併肯定派」の満足度が高く、合併に対して消極的になる

に従って、各項目の『満足度』が低くなっていきます。 

満足度の割合をみると、地域ごとの特色がでてくるようです。また、全

般的に町の環境に満足している傾向が高い方が、合併にも肯定的であるこ

とがうかがえます。 

合併後のまちづくりは、全域的に『満足度が高い』項目をさらに充実し

ていくと同時に、『満足度が低い』項目を着実に改善していくことが求め

られます。それは、自然環境を大切にする資源循環型の生活スタイルを基

本にして、まちづくりの各分野で環境の向上や施策の充実に取り組むこと

です。その上で、各地域の特性を生かすような地域づくりが必要といえま

す。 
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【クロス分析】 

1位 2位 3位 4位 5位 6位

四ツ浜地域 三崎地域 三机地域 伊方地域 神松名地域 町見地域

59.1 58.5 54.7 49.7 49.1 48.6

三机地域 町見地域 四ツ浜地域 三崎地域 伊方地域 神松名地域

50.2 49.5 44.7 42.2 41.5 36.8

伊方地域 町見地域 三机地域 四ツ浜地域 三崎地域 神松名地域

39.4 38.7 38.6 29.8 23.1 22.8

三机地域 四ツ浜地域 神松名地域 三崎地域 町見地域 伊方地域

40.4 38.9 35.7 33.5 32.7 27.2

伊方地域 四ツ浜地域 町見地域 三崎地域 三机地域 神松名地域

32.9 29.8 29.5 28.6 28.5 25.1

三机地域 町見地域 四ツ浜地域 伊方地域 三崎地域 神松名地域

43.4 28.9 26.4 26.3 11.4 10.5

三机地域 伊方地域 町見地域 四ツ浜地域 神松名地域 三崎地域

31.5 31.1 29.8 24.0 8.2 8.0

四ツ浜地域 伊方地域 町見地域 三崎地域 三机地域 神松名地域

26.0 24.6 24.4 24.0 22.8 17.5

三机地域 伊方地域 四ツ浜地域 三崎地域 神松名地域 町見地域

27.0 24.5 19.2 18.8 18.1 14.6

伊方地域 町見地域 三机地域 四ツ浜地域 三崎地域 神松名地域

28.5 21.0 19.9 13.9 12.0 10.5

町見地域 伊方地域 四ツ浜地域 三机地域 三崎地域 神松名地域

26.0 23.8 19.7 18.7 9.2 8.8

町見地域 三机地域 四ツ浜地域 神松名地域 伊方地域 三崎地域

24.1 22.1 20.2 19.3 14.3 14.2

町見地域 伊方地域 四ツ浜地域 三机地域 三崎地域 神松名地域

23.8 19.1 16.3 15.4 13.8 12.9

神松名地域 伊方地域 三机地域 町見地域 四ツ浜地域 三崎地域

19.9 18.3 16.9 16.8 12.0 7.1

伊方地域 町見地域 四ツ浜地域 神松名地域 三机地域 三崎地域

14.9 13.7 12.5 10.5 10.5 8.0

伊方地域 町見地域 四ツ浜地域 三机地域 神松名地域 三崎地域

20.8 14.3 7.2 6.7 4.1 2.2

三崎地域 伊方地域 三机地域 町見地域 神松名地域 四ツ浜地域

12.9 11.7 11.2 6.7 6.4 6.3

町見地域 伊方地域 四ツ浜地域 三机地域 三崎地域 神松名地域

11.7 10.5 9.6 7.5 6.5 5.8

三崎地域 神松名地域 町見地域 伊方地域 三机地域 四ツ浜地域

11.4 10.5 9.5 8.8 8.2 3.8

伊方地域 町見地域 三机地域 四ツ浜地域 三崎地域 神松名地域

10.5 7.0 6.7 5.3 4.6 2.9
問2⑰ 働きがいのある職場

問2⑱ 日常の買物の便利さ

問2⑲ 人情味や地域の連帯
　　　感

問2⑳ 行政情報や行事情報
　　　の提供状況

問2⑬ 国内外との交流活動

問2⑭ 男女平等意識や女性
　　　の社会参画

問2⑮ 保健･医療サービス
　　　や施設整備

問2⑯ 福祉サービスや施設
　　　整備の状況

問2⑨ 公園・緑地・広場の
　　　整備状況

問2⑩ スポーツ活動や施設
　　　整備の状況

問2⑪ 生涯学習活動、芸
　　　術・文化活動

問2⑫ 子どもの教育環境

問2⑤ 騒音・振動・悪臭等
　　　の環境

問2⑥ ごみの収集・処理の
　　　状況

問2⑦ 下水・排水の処理
　　　状況

問2⑧ 水道の整備状況

問2① 自然環境の豊かさ

問2② 火災や災害からの安
　　　全性

問2③ 道路の整備状況

問2④ 交通機関の便利さ

 

※「網掛け」は1位の満足度との差が5ポイント以上ある地域 
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【合併意識別】 

合併肯定派 合併慎重派 合併心配派

問2① 自然環境の豊かさ                         68.0 51.4 46.7

問2⑧ 水道の整備状況                           53.3 42.9 38.7

問2⑥ ごみの収集・処理の状況                   44.5 32.9 28.3

問2⑤ 騒音・振動・悪臭等の環境                 43.0 32.1 27.0

問2⑲ 人情味や地域の連帯感                     39.7 30.4 22.2

問2⑮ 保健･医療サービスや施設整備              30.9 25.7 19.7

問2⑯ 福祉サービスや施設整備の状況             28.7 25.0 19.2

問2② 火災や災害からの安全性                   30.5 23.9 19.2

問2③ 道路の整備状況                           32.0 20.5 15.1

問2⑩ スポーツ活動や施設整備の状況             26.8 20.2 15.1

問2⑳ 行政情報や行事情報の提供状況             31.6 17.6 14.5

問2⑦ 下水・排水の処理状況                     25.4 16.6 15.6

問2⑫ 子どもの教育環境                         20.6 18.0 13.4

問2⑨ 公園・緑地・広場の整備状況               19.5 14.6 13.8

問2⑪ 生涯学習活動、芸術・文化活動             16.2 12.2 9.3

問2⑬ 国内外との交流活動                       13.6 12.5 8.4

問2④ 交通機関の便利さ                         15.1 9.7 6.9

問2⑭ 男女平等意識や女性の社会参画             10.3 9.3 7.3

問2⑱ 日常の買物の便利さ                       11.4 8.1 7.8

問2⑰ 働きがいのある職場                       12.5 7.0 4.8  

※「網掛け」は各地域で40％以上の項目 

 

【分析軸の説明】 

問7の4つのカテゴリを、合併意識別に「合併肯定派、合併慎重派、合併

心配派」の3つに分類し、クロス集計を行いました。 

 

元データの名称 分析軸名称

とても暮らしやすくなると思う 合併肯定派

どちらかというと暮らしやすくなると思う

かわらないと思う 合併慎重派

あまり暮らしやすくならないと思う 合併心配派
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（４）合併に対する意識 

合併に対する住民の意識をみると、「かわらないと思う」（合併慎重派）

が圧倒的に高いことがわかります。 

地域別にみると、合併肯定派（「とても暮らしやすくなると思う」と「ど

ちらかというと暮らしやすくなると思う」をあわせた割合）は、伊方地域

（1割）、町見地域（1割）、三机地域（2割）、四ツ浜地域（2割）、三崎

地域（1.5割）、神松名地域（1割）となり、3町の中では瀬戸町（三机地域、

四ツ浜地域）の割合が高くなっています。 

年齢別にみると、10～30代といった若年層は「どちらかというと暮らし

やすくなると思う」（合併肯定派）の割合が他の年代に比べて高い一方、

60代以上の高齢層は「あまり暮らしやすくならないと思う」（合併心配派）

の割合が他の年代に比べて高いことがわかります。 

 

町民は、全体的には合併によるまちの活性化に対しては慎重になってお

り、それほど期待していないともいえます。中でも、3町に長年住んでいる

高齢層は、合併に対して懐疑的であることがわかります。一方、若年層は

大きくはないがそれなりに期待していることもうかがえます。 

新町のまちづくりについては、こうした住民意識を前提に、合併による

まちの活性化や住民サービスの向上などを、目に見える形で着実に実施し

ていくことが大切となります。しかし、もう一方では、現在住んでいる住

民のみならず、長期的な展望に立った施策の推進も必要となります。 
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【クロス分析】 

問7 ３町合併による効果       

全体

とても暮
らしやす
くなると
思う

どちらか
というと
暮らしや
すくなる
と思う

かわらな
いと思う

あまり暮
らしやす
くならな
いと思う

不明

合計 2021 28 244 1190 463 96

100.0 1.4 12.1 58.9 22.9 4.8

伊方地域（伊方町） 650 13 57 429 133 18

         100.0 2.0 8.8 66.0 20.5 2.8

町見地域（伊方町） 315 1 32 192 78 12

100.0 0.3 10.2 61.0 24.8 3.8

三机地域（瀬戸町） 267 4 46 143 64 10

            100.0 1.5 17.2 53.6 24.0 3.7

四ツ浜地域（瀬戸町） 208 1 43 108 45 11

100.0 0.5 20.7 51.9 21.6 5.3

三崎地域（三崎町） 325 6 42 191 75 11

            100.0 1.8 12.9 58.8 23.1 3.4

神松名地域（三崎町） 171 0 13 95 52 11

100.0 0.0 7.6 55.6 30.4 6.4

10・20代 76 1 14 50 11 0

100.0 1.3 18.4 65.8 14.5 0.0

30代 166 3 30 107 25 1

100.0 1.8 18.1 64.5 15.1 0.6

40代 272 9 30 170 61 2

100.0 3.3 11.0 62.5 22.4 0.7

50代 388 4 39 259 76 10

100.0 1.0 10.1 66.8 19.6 2.6

60代 440 3 54 246 123 14

100.0 0.7 12.3 55.9 28.0 3.2

70歳以上 627 8 73 343 155 48
100.0 1.3 11.6 54.7 24.7 7.7

地
域
別

年
齢
別
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（５）新たなまちづくりの優先施策 

『優先度が高い』（1位＋2位）分野をみると、1位「③健康・福祉を重視

するまちづくり」5割超、2位「②産業振興を重視するまちづくり」5割です。

ただし、第1位だけみると、「②産業振興」の3割が最も高くなっています。 

一方、『優先度が低い』（4位＋5位）分野は、「⑤住民自治を重視する

まちづくり」、「④教育・文化を重視するまちづくり」です。 

地域別にみても、「③健康・福祉」と「②産業振興」の『優先度』が高

くなっています。ただし、三崎地域では「③健康・福祉」と「②産業振興」

の差が大きくなっています。 

合併意識別にみると、いずれも「③健康・福祉」が最も高くなっていま

すが、中でも「合併心配派」「合併慎重派」の割合が「合併肯定派」と比

べて高くなっています。また、「合併肯定派」は「②産業振興」よりも「①

自然環境を重視するまちづくり」の割合が高くなっています。 

 

町民は、「③健康・福祉」と「②産業振興」といった、生活の質の向上

に資する施策を重視した、まちづくりを望んでいることがわかります。同

時に、自然環境も大切にすることも求められていると考えられます。 

『合併心配派』の「③健康・福祉」割合が最も高いことは、「最も優先

して欲しい。→しかし、あまり期待できない。→従って、合併しても暮ら

しやすくはならない」という考えが推測されます。しかしながら、それを

逆に考えれば、「③健康・福祉」の充実を最も望んでいると捉えることも

できます。 

一方、これからの福祉分野は“地域で支えあう力”が最も必要とされる

分野であり、「⑤住民自治」の推進を抜きにして、福祉分野の充実は望め

ません。また、福祉に限らず、これからのまちづくりに最も大切な住民自

治意識の醸成・向上、住民・地域・行政などとの“協働”によるまちづく

りも重要となります。 
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【クロス分析】（地域別／合併意識別） 

伊方地
域

町見地
域

三机地
域

四ツ浜
地域

三崎地
域

神松名
地域

問3③ 健康・福祉を重視するまちづくり           55.2 51.4 54.3 51.4 62.8 51.5

問3② 産業振興を重視するまちづくり             49.8 51.4 42.3 52.9 42.8 46.2

問3① 自然環境を重視するまちづくり             40.0 42.5 40.1 39.9 33.8 33.9

問3⑤ 住民自治を重視するまちづくり             16.0 19.7 26.6 20.2 20.0 28.7

問3④ 教育・文化を重視するまちづくり           24.8 20.3 19.1 17.3 20.0 10.5

伊方町 瀬戸町 三崎町

 

 

合併肯定派 合併慎重派 合併心配派

問3③ 健康・福祉を重視するまちづくり           51.1 56.0 57.7

問3② 産業振興を重視するまちづくり             44.9 49.8 44.5

問3① 自然環境を重視するまちづくり             46.7 40.3 33.0

問3⑤ 住民自治を重視するまちづくり             20.6 18.5 26.1

問3④ 教育・文化を重視するまちづくり           22.8 19.5 21.6  

※「1位」＋「2位」をまちづくり推進優先事項として算出 

                ※「網掛け」は50％以上の項目 

（６）合併への期待と不安 

◇まちづくり分野の期待度 

5割以上が『期待している』項目は、「④保健・医療・福祉環境の充実」、

「①魅力あるまちづくりへの取組み」、「⑨行政の効率化や経費の節減」、

「③若者の定住化促進」「⑥産業の活性化」です。一方、『期待していな

い』項目は、「⑦大規模事業などの推進」が最も高くなっています。『ど

ちらともいえない』項目は、「⑤スポーツ・文化・生涯学習活動、住民活

動の活性化」、「⑦大規模事業などの推進」が高くなっています。地域別

にみても全体傾向と同様です。ただし、同じ町内で比較すると、伊方町で

は町見地域の「②効果的な事業の実施」、「③若者の定住化促進」の割合

が高く、三崎町では神松名地域の「④保健・医療・福祉環境の充実」の割

合が高くなっています。また、瀬戸町では四ツ浜地域の「③若者の定住化

促進」の割合が若干高くなっています。合併意識別にみると、『合併肯定

派』は多くの分野に期待していることがわかります。また、合併に対して

消極的になるに従って、各項目の『期待度』が低くなっていきます。ただ

し、『合併心配派』でも「④保健・医療・福祉環境の充実」の期待度は5割

を超えています。 
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◇合併への不安感 

4割以上が『心配している』項目は、「⑥中心部と周辺地域との格差が生

じる」、「④きめ細かな行政サービスが難しくなる」、「⑧住民の意見が

行政に反映しにくくなる」です。一方、『心配していない』項目は、「③

郷土愛や地元意識が薄れる」が最も高くなっています。 

地域別でみると、はっきりとした意識の差がみられます。各地域で最も

高い割合は、伊方地域「公共料金など住民負担の増大」、町見地域「中心

部と周辺地域との格差」、三机地域「中心部と周辺地域との格差」と「き

め細かな行政サービスが難しくなる」、四ツ浜地域「役場への距離が遠く

なり、不便になる」、三崎地域「住民の意見が行政に反映しにくくなる」、

神松名地域「中心部と周辺地域との格差」となっています。 

合併意識別にみると、『合併心配派』は、ほとんどの分野で心配してい

ることがわかります。また、合併に対して消極的になるに従って、各項目

の『心配度』がおおむね高くなっていきます。ただし、『合併肯定派』で

も「中心部と周辺地域との格差」、の心配度は4割を超えています。 

 

これらの設問は、合併によるまちづくりに対して、住民が何を期待して

いるのか、そして、どのようなことを心配しているのかを把握するもので

す。 

期待することとして、「保健福祉」や「産業振興」などを主とした魅力

あるまちづくりを望んでいます。これは、（５）「まちづくりの優先施策」

の結果とも合致します。 

一方、心配している点は、「中心部と周辺地域との格差拡大」や「きめ

細かな行政サービス」などを挙げています。住民にとっては合併によって

組織的にも、面積的にも大きくなることによって、細部まで目が行き届か

なくなるという不安感、中心部だけ発展して周辺地域は過疎化が進むとい

う不安感が大きいことがわかります。特に、伊方地域以外の地域にその意

識が強くなっています。 

この期待と不安の結果、さらには、「大規模事業」はそれほど期待して

いないことなども考え合わせると、不安を払拭する施策推進はもちろんの

こと、各地域との協議などを十分かつ日常的に行いながら、精神的にも経

済的にも安心して暮らすことのできるまちづくりを進めていくことが必要

であると考えます。また、地域性を考慮した施策の展開も必要でしょう。 
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【クロス分析】（地域別／合併意識別） 

◇合併後の期待事項 

伊方地
域

町見地
域

三机地
域

四ツ浜
地域

三崎地
域

神松名
地域

問4④ 保健・医療・福祉環境の充実 60.6 59.7 65.5 64.9 62.8 68.4
問4① 魅力あるまちづくりへの取り組み 60.9 63.2 62.2 65.4 63.1 63.7
問4⑨ 行政の効率化や経費の節減 58.2 59.0 53.9 54.8 55.7 59.1
問4③ 若者の定住化促進         53.8 60.3 57.7 62.0 53.5 49.7
問4⑥ 産業の活性化             55.2 52.7 55.8 53.4 52.9 55.6
問4② 効果的な事業の実施       44.5 50.8 49.4 49.0 44.3 46.8
問4⑧ 町民に開かれた行政運営の推進 46.3 48.3 46.1 42.8 44.0 46.8
問4⑤ ｽﾎﾟｰﾂ･文化･生涯学習活動の活性化 39.8 38.7 39.3 35.6 32.3 31.0
問4⑦ 大規模事業などの推進     26.6 27.3 30.7 28.8 28.9 31.6

三崎町伊方町 瀬戸町

 

合併肯定派 合併慎重派 合併心配派

問4④ 保健・医療・福祉環境の充実 76.5 63.1 55.7
問4① 魅力あるまちづくりへの取り組み 79.8 63.3 49.5
問4⑨ 行政の効率化や経費の節減 71.7 57.6 48.6
問4③ 若者の定住化促進         70.2 56.3 46.9
問4⑥ 産業の活性化             70.6 54.5 45.4
問4② 効果的な事業の実施       64.0 46.4 38.4
問4⑧ 町民に開かれた行政運営の推進 61.8 45.4 36.9
問4⑤ ｽﾎﾟｰﾂ･文化･生涯学習活動の活性化 58.1 36.1 27.6
問4⑦ 大規模事業などの推進     48.2 26.6 21.2  

※「網掛け」は50％以上の項目 

◇合併後の心配点 

伊方地
域

町見地
域

三机地
域

四ツ浜
地域

三崎地
域

神松名
地域

問6⑥ 中心部と周辺地域との格差が生じる 37.2 53.3 54.7 51.9 52.9 58.5
問6④ きめ細かな行政サービスが難しくなる 43.5 43.8 54.7 51.4 50.5 55.6
問6⑧ 住民の意見が行政に反映しにくくなる 36.0 39.7 49.1 49.0 56.0 48.5
問6⑤ 公共料金など、住民負担が増大する 47.1 42.5 34.5 34.6 36.9 32.7
問6⑦ 役場への距離が遠くなり、不便になる 19.4 34.6 51.7 61.5 53.8 54.4
問6② 公共投資の分散で効果的な事業ができなくなる 30.2 29.5 27.0 29.3 36.0 36.8
問6① 伝統や文化など、地域の個性や特徴が失われる 22.3 19.7 25.5 21.6 29.8 24.0
問6③ 郷土愛や地元意識が薄れる 19.7 17.5 16.5 16.3 22.8 24.0

伊方町 瀬戸町 三崎町

 

合併肯定派 合併慎重派 合併心配派

問6⑥ 中心部と周辺地域との格差が生じる 40.4 46.3 63.3
問6④ きめ細かな行政サービスが難しくなる 34.9 46.1 66.7
問6⑧ 住民の意見が行政に反映しにくくなる 39.3 40.3 63.1
問6⑤ 公共料金など、住民負担が増大する 26.8 38.6 56.4
問6⑦ 役場への距離が遠くなり、不便になる 37.1 37.4 51.8
問6② 公共投資の分散で効果的な事業ができなくなる 23.5 27.3 47.5
問6① 伝統や文化など、地域の個性や特徴が失われる 22.4 20.9 35.2
問6③ 郷土愛や地元意識が薄れる 15.4 17.1 30.7  

※「網掛け」は50％以上の項目 
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（７）地域づくりへの参加意欲 

いずれの項目も、「どちらともいえない」の割合が4～5割と最も高くな

っています。すべての項目の「参加していきたい」が2～3割で、「参加し

たくない」の割合をいずれも上回っています。中では「①行政運営に関す

ること」への参加意欲が最も低くなっています。 

地域別に「参加していきたい」割合をみても全体傾向と同様です。ただ

し、四ツ浜地域では「②地域づくり活動に関すること」への参加意向が最

も高くなっています。 

合併意識別にみると、『合併肯定派』は地域づくりなどへの参加意欲が

いずれも5割と高くなっています。また、合併に対して消極的になるに従っ

て参加意欲が低くなっていきます。 

 

調査結果からは、地域づくりなどに積極的に参加していこうという意識

の方が、合併に対して肯定的であることがわかります。 

（５）の考察でも述べたように、これからはまちづくりに最も大切な住

民自治の意識を醸成していかなければなりません。地域ごとの住民意識に

差がみられることから、地域の実情を踏まえながら、少しずつでも住民自

治意識が広がるよう、地域と一緒になって取り組んでいく必要があります。 

 

【クロス分析】（地域別／合併意識別） 

伊方地
域

町見地
域

三机地
域

四ツ浜
地域

三崎地
域

神松名
地域

問5③ ボランティア活動に関すること 37.5 36.2 31.5 30.3 33.5 32.7

問5② 地域づくり活動に関すること 36.9 34.3 31.8 37.5 32.9 28.7

問5① 行政運営に関すること     20.9 24.1 18.4 22.1 20.3 19.3

伊方町 瀬戸町 三崎町

 

合併肯定派 合併慎重派 合併心配派

問5③ ボランティア活動に関すること 50.4 34.2 29.4

問5② 地域づくり活動に関すること 54.0 33.7 28.1

問5① 行政運営に関すること     43.0 18.1 18.4  
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第7章 合併の意義 

第1節 合併の一般的効果 

市町村合併の一般的な効果についてまとめます。 

 

（１）新しいまちづくりの実現 

○広域的視点から重点的、効率的な投資が可能となる。 

○公共施設の一体的かつ効率的な整備や他の施設への転換が可能となる。 

○重複投資が避けられ、従来に比べて大規模で質の高い施設整備ができる。 

○道路、公園、公共下水道など、生活基盤の整備が計画的に実施できる。 

○文化施設やスポーツ施設などの公共施設の相互利用が可能となる。 

 

（２）行政サービスの向上・町民負担の軽減 

○多様化、高度化する行政需要に一層対応した行政サービスの提供が可能

となる。 

○高齢化が急速に進行する中、多様化する高齢者福祉施策の充実が図られ

る。 

○行政組織の見直しや充実により、サービスの一元化が図られる。 

○窓口サービスが多くの場所で利用可能となる。 

○地域情報化により、行政への町民参加が図られる。 

○行財政運営の効率化・合理化により生じる財源等で、町民負担の軽減が

図られる。 
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（３）行財政基盤の強化 

○財政規模が大きくなり、財政基盤の安定が図られる。 

○特別職や議員数の減少、職員の適正配置により人件費の削減が図られる。 

○間接的経費である議会費や総務費などは、経費の縮減が図られる。 

○広域的な公共事業が可能となり、計画的かつ効率的な投資ができる。 

○専門スタッフの養成が容易となり、高度化する行政サービスへの対応が

図られる。 

○企画力や政策立案能力の形成など、自治体の経営能力を向上させること

ができる。 

○職員間の意識の向上、研修の円滑な実施などにより職員のレベルアップ

が図られる。 
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第2節 本地域における合併の意義・効果 

市町村合併の一般的な効果を踏まえて、伊方町・瀬戸町・三崎町3町の合

併の意義・効果についてまとめます。 

 

（１）“新しいまちづくり”のチャンス 

3町の将来人口は、30年後に現在のおおよそ半分になると予測されていま

す。また、子育て世代の減少に伴う少子化と、若年層の転出に伴う人口の

高齢化は国よりも速く進んでおり、20年後には高齢人口が生産年齢人口を

上回るという、高齢者中心の社会になると予測されています。 

このような、これまでに経験したことのない社会を迎えるにあたっては、

住民・地域・行政が一体となり、地域の実情に適した将来にわたって持続

可能な“新しいまちづくり”の目標を定める必要があり、今こそ、その絶

好の機会といえます。 

 

（２）時代潮流に適合した地域イメージの確立 

成熟社会といわれるこれからの時代においては、人口規模や経済力とい

った総量的な拡大よりも、まちの個性や魅力を磨き、文化性や快適性など

も含めた“豊かさ”という質的な面を向上させることが特に重要になって

います。また、地域間競争の時代に突入している今日だからこそ、“個の

豊かさ”を感じさせる地域イメージがより重要となっています。 

本地域は、“日本一”の佐田岬半島という個性を有しており、また、年

間を通じた温暖な気候、全国に誇る農産物と水産物、風光明媚な景観、多

様なレクリエーション資源、世界を代表する人物の故郷など、数多くの個

性が存在しています。 

時代が求める心の豊かさを実感できる環境と、独自の地域イメージを創

造していくためには、これら3町の持つ魅力的かつ多様な資源を生かしなが

ら、3町が一体となって、より広域的かつ密接に連携して、“新しいまちづ

くり”に取り組むことが最も効果的であると考えられます。 
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（３）高い地域ポテンシャルの活用 

本地域は、九州と四国をつなぐ玄関口として重要な役割を担っています。

また、町民の満足度が最も高い自然環境をはじめ、豊かな農産物・水産物、

高度な情報基盤、多様なエネルギー資源など、ひとつひとつの“地域ポテ

ンシャル（潜在能力＝発展の可能性）”は高いといえるでしょう。 

より広い視点に立ち、この地域ポテンシャルを生かす政策や重点的・効

果的な財政投資による地域ポテンシャルの倍増など、3町の合併効果を発揮

することで、2世代、3世代先に、四国の中で独自の個性を持った“キラリ

と光る まち”とすることも十分に可能です。 

 

（４）3町のめざすまちづくりのスピードアップ 

3町の合併は、まちづくりにとって数々のメリットがあります。 

第１に、共通の将来像を志す3町では、合併効果によってこれまでのまち

づくりを一層加速させることができます。 

第２に、解決すべき課題は同じ産業振興において、農業、水産業、観光、

商業において、より密接な連携と支援が図られること、また、合併という

スケールメリットを生かした地域密着型ビジネスなどの新たな起業、多様

な観光資源を生かす新しい魅力づくりなど、新たな展開の可能性もでてき

ます。それによって、町民が身近に合併によるまちの活性化を感じること

でしょう。 

第３に、町民の最も強い願いである保健福祉分野について、専門性の向

上や保健・医療・福祉の連携強化、施設の広域利用や地域医療体制の強化

など、暮らしやすさの向上が図られることでしょう。また、より質の高い

施設整備が可能となります。 

第４に、教育・文化分野について、より広域的に様々な人材を確保でき

ることは、多くの歴史や文化に触れることにつながります。また、子ども

達や高齢者がより多くの交流機会を持ち、教育やスポーツにより多くの地

域資源を活用することができます。 

第５に、基盤整備について、地域活性化のための最重要課題となってい

る幹線道路とアクセス道路のネットワーク整備の実現や、 3町に既に整備

されている情報基盤（八西ＣＡＴＶ）を活用した医療、福祉、教育分野な

どにおける住民のＱＯＬ（生活の質）の向上が進むことが大いに期待され

ます。 



 

 

 -70- 

第６に、町民が大切にしている自然環境保全をはじめとする生活環境分

野は、合併を契機にした広域的・一体的な取り組みのもと、佐田岬全体の

環境保全が図られることになります。住民参加についても、合併を契機に

“協働”や“住民自治”の気運が高まることが期待されます。 

 

（５）地域の発展を支える行財政運営の強化 

人口減少傾向が持続すると予想されています。生産年齢人口の減少は、

町民税や地域の消費量の減少等が危惧され、財政的にも地域経済的にも活

力低下の要因ともなります。年少人口の減少は、次代を担う人材という点

で、まちづくりの根幹に関わることとなります。また、高齢化率の上昇は、

福祉や医療面での行政課題を増大させることとなります。そして、総人口

の減少は地域の過疎化を進め、まちの活性化に大きな影響を与えることに

なります。 

こうした影響が考えられるまちの将来を勘案した場合、定住促進による

人口減少の抑制とともに、地域の活性化に取り組むことが求められていま

す。 

一方、地方分権の進展や行政需要の多様化と高度化など、行政の能力や

体力の違いが住民サービスや地域の活性化に大きく影響する時代になりま

した。そのため、政策立案能力の向上や専門的人材の育成など、行政体制

を強化することが必要になっています。 

また、独自の施策を展開するための財政基盤強化が不可欠になり、その

ために行財政運営の合理化・効率化を図りながら、同時に効果的な財政投

資を行い、新しい産業の振興による財政の安定性の確保や個人所得の拡大

に努めることが望まれています。 

これからの地域の発展とそれを推進する自治体の新しい役割を考えた場

合、3町の職員が結集し、本地域にふさわしい効率的・専門的な組織を構築

し、重点的な財政投資を行うことが求められます。そのためには、3町がひ

とつの町として取り組んでいくことが最も効果的・効率的であると考えら

れます。 
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第3節 合併で懸念される事項への対応 

市町村合併の際に一般的に指摘されているいくつかの懸念事項について、

どのような対応が考えられるかを整理します。 

 

①合併しても中心部だけ良くなり、周辺部が取り残される。 

 

 

 

 

 

3町の場合、公民館や集会所などを拠点とした地域自治が活発に行わ

れています。また、3町という比較的小規模の合併ゆえに、地理的に広

範囲にならないこともメリットとなります。 

しかし、アンケート結果では、中心部と周辺部の格差を心配する意

見が多かったことから、新町のまちづくりでは、このような懸念がで

てこないよう、地域活動を中心としたまちづくりを一層推進するとと

もに、必要な公共施設についても、まちづくりの長期的な視点から適

正な配置を検討することが必要となります。 

 

 

②議員数の減少によって、住民の意見が反映されにくくなる。 

 

 

 

 

 

合併特例法では地域の意向が新しいまちづくりに反映できるよう、

合併前の町単位ごとに「地域審議会」を設置することができるように

なっており、新町では旧町ごとに「地域審議会」を設置します。また、

平成16年5月の地方自治法と合併特例法の改正により、「地域自治区」

「合併特例区」制度が創設されています。 

3町においては、これまで各地域との連携は様々な形で行われてお

り、それらを基礎として、町民や地域の声に耳を傾けることは、新町

でも変わらずに行っていくことを考えています。 

そして、これからは、町民が主役となるまちづくりを一層進めてい

くことが、大切であると考えています。 
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③合併後の役場は一つになることから、役場が遠くなり、不便になる。 

 

 

 

 

 

合併後もそれまでの役場は、支所や出張所として通常使われ、窓口

サービスは今までと変わりなく受けることが可能です。また、将来的

には情報基盤を整備することで、コンピュータなどによる申請や証明

書等を発行するシステムを導入することにより、地理的な距離という

問題が解消されると考えられます。 

3町という小規模の合併ゆえに、地理的に広範囲にならないこと、3

町を結ぶ幹線道路がおおむね整備されていることもメリットとなりま

す。 

さらに、現在の庁舎に本庁と総合支所という機能を持たせることで、

町民サービスを低下することなく対応することが十分に可能と考えて

います。 

 

 

④中長期的に職員数が削減されることにより、行政サービスの低下につ

ながる。 

 

 

 

 

 

3町の職員数は、合わせて300人程度です。合併によって中長期的に

は適正な規模に削減していくため、上記のような懸念が生じると考え

ますが、削減は各種施策の展開や職員構成のバランス等を勘案しなが

ら計画的に行います。 

また、合併して現在のサービスを低下させないよう、総合支所の機

能について十分な検討を行っています。また、専門職の養成とともに、

総合的な能力を備えた住民に身近な職員の養成を行うことで、高度

化・多様化する町民ニーズに十分に対応できると考えています。 

ただし、これからは、町民と行政の適切な機能分担による“協働の

まちづくり”をめざしており、行政の役割もその実現に向けて変革し

ていくことが求められると考えています。 
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第8章 新町の将来像 

１ まちづくりの基本理念 

まちづくりの基本理念とは、新町のまちづくりを進めるにあたって基本

となる考え方をいいます。 

 

伊方町・瀬戸町・三崎町では、全国の地方都市と同様に、過疎化と同時

に少子化・高齢化が急速に進展し、それが地域経済や地域づくりに大きく

影響しています。その中で3町の町民は、“豊かな自然環境に囲まれ、働き

ながら安心して暮らしていきたい”と願っています。 

こうした情勢の中、伊方町・瀬戸町・三崎町が合併した新町は、3町に共

通する地域特性である豊かな自然環境を最大限に活用した産業の振興、次

世代の育成、地域の活性化などによる、町民生活の安定と発展に取り組む

ことが求められます。 

しかし、地域づくりやまちづくりは、行政だけで取り組むものではあり

ません。 

新町の発展にとって、一人ひとりが“自分の手による自分たちのまちづ

くり”に取り組むことが最も大切であり、一人ひとりの行動が、市町村合

併の目的である“地域特性を生かしたまちづくり（＝地方分権）”を推進

する大きな力となります。町民は、一人ひとりが知恵と個性を積極的に発

揮すること、地域は、支えあいながら暮らしやすい地域づくりを進めるこ

と、行政は、時代の変化に積極的に対応し、機能的かつ効果的な運営を図

ることが役割となります。それぞれの役割を果たし、町民・地域・行政が

三位一体となって、“自分たちのまちの創造”に向けて努力することが、

新町の将来の発展につながると考えます。 

こうした考え方を基本（基本理念）に新町のまちづくりを進めます。こ

のことを、次のように表現します。 

 

町民一人ひとりが“キラリと光る”まちづくり 
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２ 新町の将来像 

まちの将来像とは、まちづくりの基本理念に基づき、「このようなまち

をめざす」という、新町のめざす姿となるものです。 

まちの将来像を、次のように設定します。 

 

よろこびの風薫るまち 新 い か た 

～佐田岬の自然に抱かれて、一人ひとりが心の豊かさを大切にするまち～ 

 

人口の減少、少子化と高齢化、産業構造の変化に直面する中、3町がひと

つの新しいまちとして、町民と地域を守り、21世紀を通じた発展をめざす

ためには、なによりもまず、まちの暮らしへの満足感と郷土への誇りを一

人ひとりが持つことが最も大切と考えています。そこでまず、私たちは、

町民がいつまでも生きがいを持って暮らすことのできる「生涯を安心して、

自分らしく暮らせるまち」と、郷土の自然や歴史文化を生かした「郷土に

誇りをもち、笑顔あふれる人が集うまち」をつくろうと考えています。そ

のために、地域の力を合わせる“合力（こうろく）”の精神を復活させる

とともに、この佐田岬の多彩な資源を生かした人づくりを進めていきます。 

この安心できる暮らしと学習環境の形成は、天からの贈り物である佐田

岬の豊かな自然と調和する生活環境と確かな経済基盤に支えられて、初め

て実現できます。そこで、私たちは、「快適で、温かいふれあいの広がる

まち」と「海と山の恵みを生かす、ゆとりある暮らしのまち」をつくろう

と考えています。そのために、集落を結ぶ公共交通の充実やＣＡＴＶの高

度化による生活の快適性の向上とともに、佐田岬の多様なエネルギー資源

の活用や産業基盤の整備による地域経済の安定と発展を進めていきます。 

ところで、こうしたまちづくりを行うためには、まちづくりの基本理念

に『町民一人ひとりが“キラリと光る”まちづくり』と謳うように、町民

一人ひとりが「地域を良くしよう」と考え、自ら行動していくことがとて

も大切になります。一人ひとりの地域づくりの行動をまち全体の大きな力

とするために、町民・地域・行政の協働による「楽しく、にぎやかに、全

員で創るまち」をつくりあげるとともに、それを適切な行財政運営で支え
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る「明日に希望がふくらむまち」をつくろうと考えています。 

 

こうしたまちづくりを通して、3町がひとつになった新しいまちは、 

佐田岬の自然とともに暮らすことの豊かさ 

佐田岬にある温かい心に包まれて暮らすことの喜び 

佐田岬で営々と育まれた歴史や文化の中で生きる尊さ 

が、一人ひとりの心に刻まれるまちでありたいと考えています。 

そして、新町に暮らしている人や生まれてくるすべての人にとって、佐

田岬の暮らしに唯一無二の価値を見出し、経済的な豊かさや都会的な生活

の追求ではない、日本で、あるいは世界でここにしかない、自然や文化に

抱かれて心豊かに生きる“喜び”となるまちでありたいと願っています。 

 

 

 



 

 

 -76- 

第9章 まちづくりの目標 

第1節 土地利用方針 

【基本方針】 

東西に細長く、海と山に囲まれ、限られた平坦地（入り江）に小規模の

集落が点在する“日本一細長い半島”の新町では、生活環境の向上、基幹

産業である農業・漁業の振興、安全の確保など、町民の豊かな暮らしを支

える土地の有効利用はとても重要です。 

そのため、より良い生活環境の創造と新町全体の均衡ある発展をめざし

て、国・県の土地利用計画との整合性に留意し、最大の資源である豊かな

自然環境の保全を前提とする、適切な土地利用を推進します。 

【地域別整備方針（ゾーニング）と連携軸】 

土地利用基本方針に基づき、4つの地域別整備方針（ゾーニング）と2つ

の連携軸を定めて、地形及び自然・産業・文化的要因を踏まえたまちづく

り施策を展開します。 

 

①賑わい・交流ゾーン（湊浦地区・三机地区・三崎地区） 

本庁を配置する湊浦地区は、新町全体の行政拠点として、必要な行政機

能の充実を図ります。総合支所を配置する三机地区及び三崎地区において

も、各地域（旧瀬戸町・旧三崎町）の暮らしを支える行政機能の充実を図

り、賑わいと町内交流の場を創出します。 

 

②観光・交通拠点ゾーン（佐田岬灯台周辺地区・三崎港） 

まち全体の活性化につながる交流人口の拡大に向けて、佐田岬の多彩な

魅力づくりを一層進めるため、新町に広がる多くの観光拠点の中で、特徴

的な観光・交通拠点の機能充実と拠点間の連携強化を図ります。 

佐田岬灯台を、佐田岬観光のシンボルとして位置付け、観光・交流・レ

クリエーション機能の強化やアクセス道路の整備を図ります。 

三崎港周辺は、四国と九州を結ぶ海上交通拠点としての機能強化ととも

に、町内及び広域観光の情報拠点としての整備を図ります。 

亀ケ池周辺地区及びせと風の丘パークは、地域資源や風車を生かした新

たな観光拠点としての整備を図ります。 
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③生活・交流ゾーン（臨海地区） 

集落、漁港・漁場、海水浴場が点在する臨海地区は、自然環境と生活環

境が調和した地区として、各集落の居住環境の維持・向上とともに、農業・

漁業の振興を促進する施設整備と機能強化を図ります。 

また、沿岸部の海水浴場や釣り場は、各地区と協力して、特徴を生かし

た体験型・親自然型レクリエーション機能の強化を図ります。 

 

④自然・農業ゾーン（山地） 

初春の風物詩となっている山桜に代表される、佐田岬半島を形成する中

央に横たわる山地を自然ゾーンと位置付けて、豊かで美しい自然環境の保

全に努めます。また、この自然と共に暮らすまちづくりのイメージ向上に

もつながる、風力発電施設の拡張と周辺地区の整備を図ります。 

山地の斜面は、まちの基幹産業である柑橘類栽培を促進する基盤整備な

ど、自然環境や景観保全との調和を図りながら、農業振興地域としての機

能充実を図ります。 

 

 

○広域連携軸 

一般国道197号（佐田岬メロディーライン）から佐田岬灯台へ接続する県

道佐田岬三崎線の整備を進め、新町の広域基幹道路としての機能強化を図

るとともに、九州とのフェリー航路の増強や高速道路との連携強化を図り、

九州、四国、中国地方、関西地方までを視野に入れた、広域的な連携・交

流の拡充を図ります。 

 

○町内連携軸 

一般国道197号（佐田岬メロディーライン）と、各集落及び交流・レクリ

エーション拠点を結ぶアクセス道路の整備を進め、各集落の利便性の向上

とともに、町内交流の促進による新町の一体性の醸成を図ります。 
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（イメージ図 新伊方町内） 
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（イメージ図 広域） 
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第2節 まちづくりの目標 

新町の将来像実現をめざして、新しいまちづくり施策を網羅する、5つ

の目標と、まちづくりを推進する基盤として適切な行財政運営を推進し

ます。 

また、新町の将来像実現に大きく寄与する「重点プロジェクト」を推進

します。 

よろこびの風薫るまち 新 い か た 

～佐田岬の自然に抱かれて、一人ひとりが心の豊かさを大切にするまち～ 

5. 楽しく、にぎやかに、みんなで創

るまち（協働・参画） 

3. 快適で、温かいふれあいが広がる

まち（定住環境・社会基盤・安全） 

1. 生涯を安心して、自分らしく暮ら

せるまち（保健・医療・福祉） 

4. 海と山の恵みを生かし、ゆとりあ

る暮らしのできるまち（産業振興） 

2. 郷土に誇りをもち、笑顔あふれる

人が集うまち（教育・文化） 

6.明日に希望がふくらむまち 

（行財政運営） 

『新町の一体化と発展を図る６つの重点プロジェクト』 

（１）合力
こうろく

のまちづくり（合力
こうろく

タウンの推進） 

（２）郷土の再発見運動の推進（スロータウンの推進） 

（３）20 分のまちづくり（スモールタウンの推進） 

（４）暮らし満足度の向上（高度情報タウンの推進） 

（５）多様なエネルギー資源の活用（クリーンタウンの推進） 

（６）第 1 次産業の活性化（元気タウンの推進） 
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目標 1 生涯を安心して、自分らしく暮らせるまち（保健・医療・福祉） 

少子化と高齢化が進む新町では、子育てしやすく、町民の生涯にわたる

健康を支える環境づくりがとても大切です。 

子どもからお年寄りまで、地域と関わりあいながら健康に自分らしく暮

らすことのできるよう、健康づくりをはじめ、医療環境の整備、ボラン

ティア活動の活性化、保健福祉施設の機能充実と適正配置を進め、温か

い地域の支えあいの中で、子育てが楽しい、生涯安心のまちをめざしま

す。 
    

 

    
①健康づくりの推進 

    
    

 

    
②子育て支援の充実 

1．生涯を安心して、自分らしく暮

らせるまち（保健・福祉） 

  
  

 

  
③高齢者福祉・障害者福祉の充実 

    
    

 

    
④地域福祉の推進 

    
    

 

 

目標 2 郷土に誇りをもち、笑顔あふれる人が集うまち（教育・文化） 

“人づくり”は、“まちづくり”であり、“未来づくり”です。豊かな

心を育み、個性と創造力を発揮できる“人づくり”に向けて、自然環境

や文化遺産など地域資源を最大限に活用する、生涯を通じた学習環境と

文化・スポーツ活動の活性化を図り、郷土の誇りをもつ、いきいきとし

た人が集い、まち全体が一体となって発展するまちをめざします。 

 
    

 

    
①教育環境の向上 

    
    

 

    
②青少年健全育成の推進 

2. 郷土に誇りをもち、笑顔あふれ

る人が集うまち（教育・文化） 

  
  

 

  
③生涯学習の充実 

    
    

 

    ④文化・スポーツ・レクリエーション

活動の充実     
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目標 3 快適で、温かいふれあいが広がるまち（定住環境・社会基盤・安

全） 

私たちの暮らしはすべて、佐田岬と周辺海域の豊かな自然環境に支えら

れています。 

「郷土の誇り」である自然環境を、将来にわたって大切に守り育てなが

ら、自然環境と調和した、快適で、暮らしやすく、災害に強い、安全な

居住環境の形成をめざします。 

 
    

 

    
①自然環境の保護と活用 

    
    

 

    
②良好な住環境の整備 

3. 快適で、温かいふれあいが広が

るまち（定住環境・社会基盤・安

全） 

  
  

 

  

③着実な社会基盤の整備 

    
    

 

    
④防災・地域安全の推進 

    
    

 

 

 

目標 4 海と山の恵みを生かし、ゆとりある暮らしのできるまち（産業振

興） 

豊かな自然環境からの恵みを生かした農業と水産業を基幹産業として、

次代を拓く産業の活性化をまち全体で進めます。 

また、雇用の創出や交流人口の拡大に向けて、地域資源を活用した産業

振興をめざします。 

 
    

 

    
①農業・水産業の振興 

    
    

 

4. 海と山の恵みを生かし、ゆとり

ある暮らしのできるまち（産業

振興） 

  

②観光・交流の振興   

    
 

    
③商工業の活性化と新産業の開発 
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目標 5 楽しく、にぎやかに、みんなで創るまち（協働・参画） 

これからのまちづくりにおいて最も重要となる、町民が主役のまちづく

りを進めるため、人権を尊重する心の醸成を図りながら、あらゆる分野

において町民・地域・行政の協働を図り、自分たちが参加する、全員で

創るまちをめざします。 

 
    

 

    
①人権尊重のまちづくりの推進 

    
    

 

    
②地域間・国際交流の推進 

5. 楽しく、にぎやかに、みんな

で創るまち（協働・参画） 

  
  

 

  
③コミュニティ活動の活性化 

    
    

 

    
④協働のまちづくりの推進 

    
    

 

 

 

目標 6 明日に希望がふくらむまち（行財政運営） 

21世紀の少子高齢社会におけるまちづくりの先進地として、合併効果を

最大限に発揮した行財政運営を進め、次代に希望と夢をもたらすまちづ

くりをめざします。 

 
    

 

    
①効果的な行政の推進 

    
    

 

6. 明日に希望がふくらむまち 

（行財政運営） 

  
②健全な財政運営 

  
    

 

    
③広域行政の推進 
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第3節 まちづくり重点プロジェクト 

新町の長期的発展に大きく寄与し、かつ、新町の一体性確保に資する事

業を「重点プロジェクト」と位置付けて、今後、１０年間の最優先事業

として位置付けます。 

 

◇重点プロジェクト設定の視点 

○ 事業効果が新町全体に波及する 

○ 新町の一体性を速やかに確保する 

○ 住民の強い要望や期待に応える 

○ 旧町単独で行うより、効率的・効果的に実施できる 

○ 社会的・時代的な要請による重要な課題にこたえる 

○ 将来的に見て、新町の発展に寄与する 

 

 

◇６つのまちづくり重点プロジェクト 

（１）合力
こうろく

のまちづくり（合力
こうろく

タウンの推進） 

（２）郷土の再発見運動の推進（スロータウンの推進） 

（３）２０分のまちづくり（スモールタウンの推進） 

（４）暮らし満足度の向上（高度情報タウンの推進） 

（５）多様なエネルギー資源の活用（クリーンタウンの推進） 

（６）第１次産業の活性化（元気タウンの推進） 
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（１）合力
こうろく

のまちづくり（合力
こうろく

タウンの推進） 

【内容】 

人口の減少や過疎化の進行を勘案し、一人ひとりが地域における活動に

積極的に参加する、地域の中で町民相互の協力と連携による、温かい地

域づくり（合力のまちづくり）に取り組みます。 

 

【主な取組み】 

○ 地域福祉推進の中心となる社会福祉協議会の組織体制の充実を図り

ます。 

○ ボランティア活動、地域相互支援活動の活性化を図ります。 

○ 開かれた学校づくりと青少年健全育成活動の活性化に向けて、家

庭・学校・地域・関係機関の協力体制を一層強化します。 

○ 高齢社会に対応した防災・避難体制を強化します。 

 

 

【期待される効果】 

○ 子育てや介護などにおける町民同士の支えあい活動が活発になりま

す。 

○ 一人暮らし高齢者や障害者などに対して、災害時や緊急時に即応で

きます。 

○ 安心した子育て、安心した在宅生活が過ごせます。 

○ 交通事故や犯罪（家庭内暴力、児童虐待などを含む）を未然に防止

します。 

○ 地域活動の活性化、地域コミュニティの再生が図られます。 

 

 

（注）  合力（こうろく）とは、この地域で暮らす人々の日常生活や

生産活動の中で伝統的に行われてきた、助け合いの支援システ

ムのことであります。 

このシステムの良き精神を、新町のまちづくりに引き継いで

いくという趣旨で表現致しました。 
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（２）郷土の再発見運動の推進（スロータウンの推進） 

【内容】 

佐田岬全体の自然環境や歴史、風土に根ざした文化や生活の仕方を見つ

め直し、先人の知恵や自然と共存して生きる喜びといった、郷土の尊い

価値を再発見する運動を展開します。 

 

【主な取組み】 

○ 学校教育、生涯学習で、地域資源を活用した郷土の歴史、文化を学

びます。 

○ 郷土の文化財や歴史、民俗資料などの収集・保存に、町民と協働し

て取り組みます。 

○ 町民及び都市住民に対して、農業・漁業体験活動の充実を図ります。 

○ 郷土に伝わる伝統的な文化の継承と創造に努めます。 

 

【期待される効果】 

○ 町民一人ひとりに、郷土に対する誇りが育まれます。 

○ 町民同士の交流が活発になります。 

○ 地域資源の再発見と新しい文化の創造につながります。 

○ 町外出身者のＵターン、古くて新しい生き方に憧れる人のＩターン

が進み、定住促進につながります。 
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（３）２０分のまちづくり（スモールタウンの推進） 

【内容】 

日常生活で頻繁に利用する場所（学校、診療所、公共施設、商店 等）

に、車を運転しない人でも、町内どこからでも近くて便利な環境づくり、

概ね２０分程度で行くことのできる交通環境の整備に取り組みます。 

 

【主な取組み】 

○ 日常生活で頻繁に利用する場所を結ぶ、スクールバスと連携した町

営バスの充実を図るとともに、新町において新たな住民の利便性を確

保するため検討します。 

○ 主要幹線道路、生活道路の改良・整備を進めます。 

○ 公共施設や道路などのバリアフリー化（障害除去）を進めます。 

○ 公共的施設の適切な配置に努め、交流と賑わいの場づくりを進めま

す。 

○ 保健・福祉サービス、生涯学習講座などの事業を実施する際には、

その事業目的に応じて、できる限り各集落で実施するよう努めます。 

 

【期待される効果】 

○ だれでも気軽に、安心して外出することができます。 

○ 町民同士の活発な交流が図られます。 

○ 一人ひとりのきめ細かい健康維持・増進、個性に応じた生きがいづ

くりが図られます。 

○ 子どもからお年寄りまで、暮らしやすいまちとなります。 

○ 活発な交流の場づくりが商業などの活性化につながります。 
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（４）暮らし満足度の向上（高度情報タウンの推進） 

【内容】 

あらゆる年代における暮らし満足度の高いまちをめざして、まち全体で

情報技術（ＩＴ）環境や八西ＣＡＴＶを活用した高度情報ネットワーク

のさらなる推進を図り、町民一人ひとりにおける生活の質の向上に取り

組みます。 

 

【主な取組み】 

（保健・医療・福祉分野） 

○ 安否確認、健康チェック、医療・福祉情報の提供など、一人暮らし

世帯などへの自立支援、在宅福祉の充実を図ります。 

○ 基幹病院と診療所を結ぶ遠隔医療の実現に努めます。 

（産業振興分野） 

○ 地理的な要因にとらわれない起業、女性の育児・介護と仕事の両立、

高齢者や障害者などの社会参加の促進などを進めます。 

（行政分野） 

○ 八西ＣＡＴＶを活用したネットワーク事業により、各種証明書自動

交付、公共施設予約システムなどを進めます。 

○ 情報共有化の推進、インターネットを活用した「電子会議」の環境

整備に努めます。 

 

【期待される効果】 

○ 高齢者の健康寿命が延び、生涯現役の生き方が実現できます。 

○ 地域における医療環境の向上が図られ、安心のまちづくりが進みま

す。 

○ 多様な就労形態の実現、地域活動への参加など、これまではできな

かった自分らしい生き方が発見・実現できます。 

○ 地域格差のない町民サービスが実施されます。 

○ まちづくりにおいて、より幅広い町民参加が促進されます。 
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（５）多様なエネルギー資源の活用（クリーンタウンの推進） 

【内容】 

多様なエネルギー資源を活用した地域産業の振興をめざして、風力発電

や原子力発電の持つあらゆる可能性を探求するとともに、太陽光、波力、

バイオマスなどの自然エネルギーの研究開発に取り組みます。 

 

【主な取組み】 

○ 風力発電による売電事業、公共施設や道路設備等への電力供給など

を進めます。 

○ 自然エネルギー資源と原子力発電を組み合わせた、エネルギー産業

の可能性を官民共同で研究します。 

○ 風力発電施設の周辺開発及び既存観光・交流施設との連携による、

新たな観光・交流ネットワークを構築します。 

○ 自然エネルギーの活用に関する研究開発を官民共同で進めます。 

○ 地球環境にやさしい“クリーンタウン”のイメージづくりを進めま

す。 

 

【期待される効果】 

○ 多様なエネルギー資源の研究開発に伴い、国内外との交流の活性化、

エネルギー関連の新たな起業、就労機会の確保につながります。 

○ 観光・交流産業の活性化による財源（行政）の確保、施設維持費（経

常経費）の縮減が図られます。 

○ 地球温暖化防止、資源循環の促進、環境意識の醸成など、地球環境

の保全が図られます。 

○ “安全＆クリーン”の地域イメージが確立し、地場産品に対する信

頼感の向上、交流の活性化につながります。 

○ エネルギー資源を活用した教育により、環境やエネルギー技術に関

する人材が育成されます。 
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（６）第１次産業の活性化（元気タウンの推進） 

【内容】 

新町の地域経済を支える産業の活性化に向けて、基幹産業である農業と

水産業（漁業）における生産技術の研究開発と物産のブランド化を進め

るとともに、これからの農業と水産業の多様な展開を研究していきます。 

 

【主な取組み】 

○ 専門的・先導的な研究を行う農業試験場（圃場）等の整備を図りま

す。 

○ 中間育成施設を整備し、資源管理型漁業の推進を図ります。 

○ アンテナショップ等の整備拡充、多様なメディアを活用した情報提

供など、消費者に向けた物産の情報発信に積極的に取り組みます。 

○ 国内外との産業分野での交流を積極的に行います。 

○ 滞在型体験農業（グリーンツーリズム）、滞在型体験漁業（ブルー

ツーリズム）、学校での就業体験（インターンシップ）など、農業と

水産業に親しむ多様な機会の拡充を図ります。 

○ 高齢者の知識・技術・経験を、学校や地域などで子ども達に伝えて

いきます。 

○ 公的機関や各種団体での女性の意思決定過程への参画を進め、多様

な視点からの産業振興に努めます。 

 

【期待される効果】 

○ 高齢化が進む就労者の負担軽減とともに、農業や水産業の生産性が

向上します。 

○ 佐田岬を代表する産物のブランド化が進みます。 

○ 多彩な情報交換により、産業の活性化のきっかけになります。 

○ 農業や水産業（漁業）の担い手や後継者の確保・育成が図られます。 

○ 農業や水産業（漁業）の新たな振興策や活用策が、町民自身によっ

て研究・実践され、自分たちの地域づくりにつながります。 
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第2編 まちづくり計画 

 

序章 施策体系 

【まちづくりの基本方針】 

町民一人ひとりが“キラリと光る”まちづくり 

 

 

【新町の将来像】 

よろこびの風薫るまち 新 いかた 

～佐田岬の自然に抱かれて、一人ひとりが心の豊かさを大切にするまち～ 

 

 

【まちづくりの目標】           【主要施策】 
    

 

    
①健康づくりの推進 

    
    

 

    
②子育て支援の充実 

1．生涯を安心して、自分らしく暮

らせるまち（保健・医療・福祉） 

  
  

 

  
③高齢者福祉・障害者福祉の充実 

    
    

 

    
④地域福祉の推進 

    
    

 

    
 

    
①教育環境の向上 

    
    

 

    
②青少年健全育成の推進 

2. 郷土に誇りをもち、笑顔あふれ

る人が集うまち（教育・文化） 

  
  

 

  
③生涯学習の充実 

    
    

 

    ④文化・スポーツ・レクリエーション

活動の充実     
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【まちづくりの目標】           【主要施策】 
    

 

    
①自然環境の保護と活用 

    
    

 

    
②良好な住環境の整備 

3. 快適で、温かいふれあいが広が

るまち（定住環境・社会基盤・

安全） 

  
  

 

  

③着実な社会基盤の整備 

    
    

 

    
④防災・地域安全の推進 

    
    

 

    
 

    
①農業・水産業の振興 

    
    

 

4. 海と山の恵みを生かし、ゆとり

ある暮らしのできるまち（産業

振興） 

  

②観光・交流の振興   

    
 

    
③商工業の活性化と新産業の開発 

    
    

 

    
 

    
①人権尊重のまちづくりの推進 

    
    

 

    
②地域間・国際交流の推進 

5. 楽しく、にぎやかに、みんな

で創るまち（協働・参画） 

  
  

 

  
③コミュニティ活動の活性化 

    
    

 

    
④協働のまちづくりの推進 

    
    

 

    
 

    
①効果的な行政の推進 

    
    

 

6. 明日に希望がふくらむまち 

（行財政運営） 

  
②健全な財政運営 

  
    

 

    
③広域行政の推進 
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第1章 分野別推進施策および主要事業 

新町建設計画は、合併特例法第５条に「合併市町村の根幹となるべき事

業を定めること」とあり、続いて、「合併市町村の建設を総合的かつ効

果的に推進することを目的とし、一体性の速やかな確立、住民福祉の向

上、均衡ある発展に配慮する」と規定されています。 

本章では法の主旨に基づき、新町で推進する取組み（施策）の中で、新

町内３地区の一体性を確立するための取組み、地域の均衡ある発展を支

える取組み、合併効果を発揮するための取組みを中心に掲載します。 

したがって、これまで旧町で推進している事業内容を大きく変更せずに、

新町でも継続して実施する事業については、本章に掲載がない場合でも、

引き続き取り組んでいくものとします。 

 

各主要施策の掲載内容は、次のとおりです。 

 

【基本方針】 分野ごとの施策全体の方向性 

【主な推進施策】 新町全体の視点が、特に重要となる取組み 

地域の均衡ある発展を支える取組み 

新町内３地区の一体性を確立するための取組み 

合併効果を発揮するための取組み 等 

【主要事業】 「主な推進施策」を具現化する事業 
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目標 1 生涯を安心して、自分らしく暮らせるまち 

①健康づくりの推進 

【基本方針】 

子どもの健やかな成長・発達を支え、高齢になっても健康に暮らすこと

のできる環境づくりに向けて、保健・医療の充実とともに、学校や地域

と一緒になって高齢者や障害者の生きがいづくりを進め、町民一人ひと

りの生活の質（ＱＯＬ）の向上を図っていきます。 

【主な推進施策】 

○ 生涯を通じて健康への関心を喚起する取組みとともに、職員の技能

向上や地域との協力体制の強化など、きめ細かい保健事業の全町的

な実施に向けた３地区保健センター機能の充実を図ります。 

○ 安否確認、健康チェック、医療・福祉情報の提供など、一人暮らし

世帯などへの自立支援、在宅福祉の充実を図ります。 

○ 周産期及び小児医療、救急医療、高齢者などに対応する適切な医療

を、住み慣れた地域で受けることができる医療体制の充実に向けて、

診療所の機能強化と適正運営に努めます。 

○ 周辺の２次医療機関と診療所との連携を強化し、地域医療体制の充

実に努めます。 

○ 町民一人ひとりの状態に応じ、一貫した質の高い保健・医療・福祉

サービスを提供するため、３地区の保健センターと診療所をはじめ、

町内の保健・医療・福祉機関同士の情報共有を進めるとともに、八

幡浜・大洲保健医療圏における連携強化を図ります。 

○ 生涯学習、文化・スポーツ、教育、産業分野と連携し、一人ひとり

の健康寿命の延伸に向けて取り組みます。 

②子育て支援の充実 

【基本方針】 

いつの時代でも“子どもは社会の宝”です。少子化時代を迎え、新町で

産まれ育つ子どもがひとりでも多くなるよう、保育を中心に安心できる

子育て環境の充実を図り、子育て世代の定住促進と新町の未来を託す人
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づくりにつなげます。 

 

【主な推進施策】 

○ 就学前児童の健全育成を支える保育環境の向上をめざし、保育施設

の適正規模と適正配置に努めながら、多様な保育サービスの実施と

保育施設における子育て支援機能の充実を図ります。 

○ 就学児童の健全育成を支援するため各種施設を有効に利用すると

ともに、放課後児童クラブの実施に向けて、３地区の体制整備を図

っていきます。 

○ 子育て家庭を応援し、子育てに係る経済的負担を少しでも和らげる

ため、経済支援の充実を図ります。 

 

 

③高齢者福祉・障害者福祉の充実 

【基本方針】 

長期化した高齢期を、健康で明るくいきいきと生きがいを持って、自立  

した生活を送ることができるよう、地域における生きがいづくりや積極

的な社会参加を促進する事業の推進を図ります。 

また、介護を要する高齢者や障害者に対しては、できる限り生活の質（Ｑ

ＯＬ）を高めることが大切なことから、地域包括支援センターを中心と

した地域ケア体制の強化による在宅支援の充実とともに、地域の協力の

もと、自立生活に向けた支援の充実を図ります。 

 

【主な推進施策】 

○ 高齢者の生きがいと健康づくりのための施策の推進や、老人クラブ

活動など高齢者の社会参加の促進を図るとともに、生涯学習等にお

ける各種施策の充実を図ります。 

○ 要援護高齢者や障害者及び家族介護者の支援に向けて、地域包括支

援センターの機能充実を図ります。 

○ 在宅サービスの充実に向けて、福祉サービス事業を身近な地域で実

施します。また、既存保健福祉施設を有効に利用しながら、在宅介

護を支援する施設の充実を図ります。 
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○ 介護を要する高齢者の希望に応え、適切な介護保険サービスが提

供できるよう、特別養護老人ホームなど介護関連施設の基盤整備

について、地域の状況に応じた整備を図ります。 

○ 障害者の自立支援に向けて、就労技能を身に付ける授産施設ととも

に、就労機会を確保する小規模作業所の拡充整備を図ります。 

 

④地域福祉の推進 

【基本方針】 

少子化・高齢化が進み、後期高齢者と一人暮らし高齢者世帯の増加が予

想されます。 

来るべき高齢社会に備え、佐田岬に伝わる身近な地域で支えあう習慣＝

地域福祉＝を復活し、地域における福祉人材(マンパワー)の育成とボラ

ンティア活動の活性化を図るとともに、あらゆる面で人に優しいまちづ

くり（ノーマライゼ－ションの社会）を進めます。 

 

【主な推進施策】 

○ 支えあうまちづくりを一層進めるため、福祉教育や多世代交流など

を通じて、町民のボランティア意識を醸成しながら、地域福祉に大

きな役割を果たす各地区でのボランティアグループの育成に努め

るとともに、ボランティア活動の活性化に向けた活動機会の提供に

努めます。 

○ 地域福祉推進の中心となる社会福祉協議会の組織体制の充実を図

ります。 
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【目標 1 生涯を安心して、自分らしく暮らせるまち】主要事業 

（単位：百万円） 

主要施策 主要事業 概算事業費 

①健康づくりの推進 健康づくり推進事業 547  

 はり、きゅう、マッサージ助成 46  

 各診療所の機能充実及び連携

強化 

591  

②子育て支援の充実 出産祝い金等の支給 115  

 保育所の機能充実 476  

③高齢者福祉・障害者

福祉の充実 

亀ヶ池温泉施設整備 1,033  

精神障害者小規模作業所整備 25  

 老人クラブ等の活動支援 42  

 高齢者の生きがい・健康づくり

の施策推進 

112  

 

 基幹型在宅介護支援センター

の設置と各センターの機能充

実 

20  

 

④地域福祉の推進 社会福祉協議会の組織体制整

備 

－  

 ボランティアグループの育成 2  
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目標 2 郷土に誇りをもち、笑顔あふれる人が集うまち 

①教育環境の向上 

【基本方針】 

児童・生徒一人ひとりを大切にする、小・中・高校で一貫した教育を実

践し、社会で幅広く活躍する人材育成と能力の養成を図ります。 

また、少子化に対応した学校規模の適正化を図るとともに、地域に開か

れた学校づくり（学社融合）を進めるなど、新町全体として教育環境の

平等化と向上を図ります。 

 

【主な推進施策】 

○ 新町の教育理念を確立し、小・中学校及び県立三崎高等学校の連携

を一層強化します。 

○ 児童・生徒一人ひとりに、｢生きる力｣と「豊かな心」が育まれるよ

う、複数名指導（ティームティーチング：ＴＴ）の拡充と教職員の

創意工夫による、わかりやすい授業を実践します。 

○ 佐田岬の歴史・文化・人材、エネルギー施設、高度情報基盤など、

地域資源を活用した体験学習の実施、これからの時代に必要な環境

教育と情報教育の充実、海外研修事業や外国語指導助手（ＡＬＴ）

派遣による国際感覚の養成と語学教育の実施、食育（食を通した健

康教育等）や部活動を通じた心身の健康づくりを推進します。 

○ 児童・生徒一人ひとりを大切にする教育環境づくりに向けて、地区

との十分な協議のもと、学校規模の適正化を進めます。また、通学

時の安全確保のため、校区毎の安全マップの作成や地域安全組織に

よる見守りと児童・生徒への負担軽減のため、町内交通体系との整

合を図りながら、スクールバスを運行します。 

○ 学校給食体制の効率化に向けて、望ましい給食センターのありかた

を検討します。 

○ 児童生徒の問題行動の予防や解消のため、各種相談事業等を実施し

ます。 

○ 教育施設として、また、避難場所として、校舎・体育館などの耐震

補強を進めます。 
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②青少年健全育成の推進 

【基本方針】 

次代を担う青少年がいきいきと健やかに成長する環境づくりに向けて、

家庭・学校・地域・各種団体とのつながりを一層強めながら、青少年が

参加する多様な活動プログラム(スポーツ、地域行事など)の実践、青少

年の居場所づくり、有害な社会環境の浄化など、青少年健全育成活動の

充実を図ります。 

 

【主な推進施策】 

○ 青少年が地域で楽しみ集う機会の創出に向けて、各地区の施設（公

民館、体育館、グランドなど）の機能拡充を図ります。 

 

③生涯学習の充実 

【基本方針】 

子どもから高齢者までの知的探究心に応じる学習環境づくりに向けて、

公民館を中心とした地域との協力・連携体制を強化し、町民同士の一体

感の醸成、青少年の健全育成、高齢者や障害者の生きがいづくり、地域

リーダーの育成など、まち全体に効果が波及する生涯学習活動の活性化

に努めます。 

 

【主な推進施策】 

○ 佐田岬の自然・歴史・文化など地域資源を活用し、子どもから高齢

者までの知的探究心に応じた多様な学習プログラムを実施します。 

○ 町民の学習活動を支える環境整備に向けて、地域ごとの公民館の整

備・拡充を図るとともに、３地域の組織化と連携強化により町民の

自治意識の高揚に努めます。 

○ 町民の自主的な活動である生涯学習活動を通じて、地域づくりの中

心となる地域リーダーを育成します。 
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④文化・スポーツ・レクリエーション活動の充実 

【基本方針】 

文化・スポーツ・レクリエーション活動の充実を図り、郷土への深い造

詣を基礎とした、まち全体の連帯感の醸成を図ります。 

佐田岬半島の歴史や伝統を、郷土独自の文化として大切に守り、後世に

伝えていくために、地区の祭りや行事から、貴重な文化財、文化芸術活

動まで、郷土文化の継承と新しい文化の創造に取り組んでいきます。 

また、町民同士の交流や健康増進につながるスポーツ・レクリエーショ

ン活動の活性化に向けて、活動しやすい環境づくりと指導体制の充実を

進めます。 

 

【主な推進施策】 

○ 文化財や民俗資料などの収集・保存を進めるとともに、貴重な歴史

を後世に伝えるため、「地域博物館構想」を推進します。 

○ まちの新たな魅力づくりに向けて、郷土の尊い価値を再発見する運

動である「地域資源の大発見運動」を、地区ごとに展開します。  

○ 郷土文化の融合や地区同士の交流を図り、新町の新しい文化・伝統

の創造に努めます。 

○ 町民が身近で気軽に活動できるよう、学校施設の開放、スポーツ・

レクリエーション施設の機能拡充及び民間主導型のスポーツ組織

の育成を図ると共に、スポーツ振興計画の策定を推進します。 
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【目標 2 郷土に誇りをもち、笑顔あふれる人が集うまち】主要事業 

（単位：百万円） 

主要施策 主要事業 概算事業費 

①教育環境の向上 小中学校校舎等改修整備（耐震

補強事業等） 

666  

 小学校プール改築事業 130  

情報教育機器整備事業 276  

 スクールバス整備 29  

 臨時教諭複数名指導（ＴＴ）及

び外国語指導助手（ＡＬＴ）体

制の拡充 

294  

体験学習等の活動支援 174  

②青少年健全育成の

推進 

青少年の健全育成事業 10  

③生涯学習の充実 生涯学習プログラムの充実 10  

 地域リーダーの育成 4  

④文化・スポーツ・レ

クリエーション活

動の充実 

社会体育施設の環境整備 150  

地域資源の大発見運動の実施 6  
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目標 3 快適で、温かいふれあいが広がるまち 

①自然環境の保護と活用 

【基本方針】 

これまでも、そしてこれからも、佐田岬半島の自然の恵みとともに暮ら

していくために、町民の高い環境保全意識のもと、環境に配慮した社会

基盤の整備を進め、なによりも大切なこの豊かで美しい自然環境を守り

ます。 

同時に、自然環境を地域最大の資源として、新公園の整備や多様な自然

エネルギーの活用など、まちの新たな魅力づくりに取り組みます。 

 

【主な推進施策】 

○ 新町にある瀬戸内海国立公園と佐田岬半島宇和海県立自然公園に

係る地域の環境保全に努めます。 

○ 豊かな自然環境の保全と良好な住環境の両立を図るため、新町の土

地利用計画(ゾ－ニング)に基づき、自然と調和した土地利用の推進

とともに、道路や公共的施設など計画的な社会基盤整備と適正配置

を図ります。 

○ レッドウィングパークや瀬戸町農業公園、海岸線に点在する海水浴

場など、それぞれの特徴を生かした体験型・親自然型レクリエーシ

ョン機能の強化を図り、佐田岬半島の自然環境に親しむことのでき

る交流の場としての活用を図ります。 

○ 佐田岬半島の自然環境資源を活用した風力発電事業を推進すると

ともに、魅力ある新公園（せと風の丘パーク周辺地区、亀ヶ池周辺

地区）の整備を進めます。 

 

②良好な住環境の整備 

【基本方針】 

恵まれた自然環境と調和した住環境の創出に向けて、すべての人が暮ら

しやすい住宅及び住宅地の供給とともに、上下水道施設や斎場など、生
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活に欠かすことのできない生活環境施設の効率的な整備を進めます。 

また、一人ひとりの環境保全意識に支えられた資源リサイクル(再生利

用)や自然エネルギーの利活用を進めることで、快適で質の高い“クリー

ン”なイメージをもつまちづくりにつなげます。なお、本地域のごみ処

理については、環境保全と資源リサイクルなどの循環型社会構築の視点

から、地域全体の問題として総合的な取組みが必要であり、今後、ごみ

処理広域化計画を検討するために設けられた協議会等において具体化に

向けた協議を進めます。 

 

 【主な推進施策】 

○ 定住促進のため、住宅政策の基本である住宅マスタープラン等に基

づき、計画的な公営住宅の建替え等の住宅整備を進めます｡また、

長期的な需要動向を踏まえた宅地分譲地開発、民間事業者と協力し

た別荘地開発を進めます。 

○ ボランティアや地区の協力による、まち全体の環境美化を一層進め

るため、団体を通じての理解促進活動や環境イベントなどを実施し

ます。 

○ 資源ごみリサイクルシステムの構築に向けて、ゴミ分別の徹底と生

ゴミの堆肥処理化を進めるとともに、広域化の進展を見定めながら、

旧施設の利活用と最終処分場整備を、町民との十分な協議を踏まえ

て取り組みます。 

○ 周辺海域環境の水質保全と良好な住環境を形成するため、下水道の

計画的な整備、漁業集落排水の整備、浄化槽設置の普及促進など、

地域の実情に合わせた排水処理施設の整備を進めます。 

○ 火葬場については、老朽化に伴う改修が必要であった施設の統合を

含め施設の整備を図ります。 

③着実な社会基盤の整備 

【基本方針】 

高齢社会への対応と長期的なまちの発展に欠かせない社会基盤整備と

して、九州、四国、西日本との広域連携を視野に入れた幹線道路、生活

の利便性を支える生活道路網の計画的な整備、町内公共交通体系の充実、

港湾機能の整備を進めます。なお、整備の際にはバリアフリー化（障害
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の除去）に配慮します。 

また、地域の活性化や満足度の高いまちづくりを進めるため、高度情報

通信ネットワークの活用を図ります。 

 

【主な推進施策】 

○ 広域的な連携・交流の拡大と、新町の一体性確保と利便性の向上を

図る基盤として、一般国道197号（佐田岬メロディーライン）及び

佐田岬灯台へ接続する県道佐田岬三崎線の整備と、国道、集落、交

流・レクリエーション拠点を結ぶアクセス道路の整備を、関係機関

と連携して進めます。 

○ 九州への四国の玄関口として三崎港の機能充実を進めるとともに、

機能に応じた港湾施設整備を進めます。 

○ 通学、通院、拠点施設の利用、交流の拡大など、利便性の高い生活

環境に向けて、スクールバスと連携した３地区内の拠点施設を結ぶ

既存の町営バスの充実を図るとともに、新町における新たな住民の

利便性を確保するため検討します。 

○ 満足度の高いまちづくりに向けて、教育、産業振興、保健・医療・

福祉、生涯学習、地域づくり、行政運営など、生活のあらゆる分野

で八西ＣＡＴＶの利活用を図ります。 

 

④防災・地域安全の推進 

【基本方針】 

少子高齢社会において、いつまでも安心して暮らすことのできるまちと

して、台風、地震、火事など災害による被害を最小限に抑える災害に強

いまちづくりを進めます。 

また、町民や地域、関係機関と連携し、防災、消防救急、交通安全、防

犯など、地域の安全を守る高い意識と体制の強化を図ります。 

 

【主な推進施策】 

○ 災害に強いまちづくりに向けて、土砂災害を防止する土砂災害対策

事業、海岸侵食被害の防止に向けた海岸保全事業及び森林の崩壊を

防止する治山事業等を、町民の協力を得ながら着実に実施します。 



 

 

 -105- 

○  暮らしの安全を確保するため、新町において、新たな防災計画及び

原子力防災計画を策定し、随時見直しをします。 

○ 地域におけるきめ細かい防災体制づくりの強化に向けて、各地区の

消防団活動の強化とともに、防災行政無線の整備・拡充、高齢化に

対応した緊急時への対応、町内の危険箇所等の確認を行うなど、災

害時の避難体制の強化を図ります。 

○ 合併により重複し、不要となっている老朽化した公共施設について

は、安全確保のため計画的に解体撤去していきます。 

 

【目標 3 快適で、温かいふれあいが広がるまち】主要事業 

（単位：百万円） 

主要施策 主要事業 概算事業費 

①自然環境の保護と

活用 

自然と調和した土地利用計画

の策定 

2  

②良好な住環境の整

備 

公共下水道整備 3,373  

漁業集落環境整備 460  

漁港漁村再生交付金事業 165  

簡易下水道整備 62  

浄化槽市町村整備推進事業 261  

新町下水道化基本構想の策定 2  

斎場整備事業 276  

公営住宅等の整備 885  

廃棄物処理施設等整備 1,073  

上水道整備 1,293  

③着実な社会基盤の

整備 

町道の整備 5,332  

河川改修整備 231  

港湾等改修整備 1,380  

④防災・地域安全の推

進 

公共施設解体撤去事業 318  

消防施設整備 707  

防災行政無線の統合整備 948  

八西ＣＡＴＶの有効活用 10  
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【県事業】 

（単位：百万円） 

主要施策 主要事業 概算事業費 

③着実な社会基盤の

整備 

県道鳥井喜木津線生活道路改

良整備事業 

 

 

 

5,167  
県道三机港線生活道路改良整

備事業 

県道佐田岬三崎線生活道路改

良整備事業 

三崎港港湾改修事業 

一般国道197号道路改築事業 

県道鳥井喜木津線特定道路緊

急整備事業 

一般国道197号生活道路改良整

備事業 

三崎港港整備交付金事業 

県道鳥井喜木津線地方道路交

付金事業 

県道鳥井喜木津線生活道路改

良整備事業（地震防災関連道路

緊急整備事業） 

三崎港海岸海岸保全施設整備

事業 

三崎港港湾局部改良事業 

④防災・地域安全の推

進 

 

 

治山事業  

 

3,646  

地すべり対策事業 

急傾斜地崩壊対策事業 

通常砂防事業 

海岸保全施設整備事業 

 

目標 4 海と山の恵みを生かし、ゆとりある暮らしのできるまち 

①農業・水産業の振興 

【基本方針】 

自然環境保全と産業の活性化の両立をめざし、農業及び水産業の持続可
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能な振興に向けて、競争力のある高品質な農水産物の生産とブランド化

に取り組むとともに、関係機関と一体となって、時代を先取りした生産・

流通の強化に取り組みます。 

 

【主な推進施策】 

○ “安全・安心・おいしい”農産物の供給量の拡大に向けて、ハウス

栽培や生産団地の促進、農道、園内道、単軌道等の基盤整備、光セ

ンサ－選果機の導入による生産基盤の強化を図ります。 

○ 意欲的な農業者育成と経営体制の強化を図るため、農地バンク及び

人材バンクの設置、ファームサービス事業による集団生産体制の拡

大を図ります。また、新規就農を希望する人を支援する農業インタ

ーン事業の充実を図ります。 

○ 生産技術の向上と専門的・先導的な研究開発を行うため、農業試験

場（圃場）等の整備を図ります。 

○ 資源管理型漁業の振興のため、漁場の整備を進めます。また、中間

育成施設の整備を進め、持続可能な水産業の構築を図ります。 

○ ３地区の港湾や漁港施設の機能を明確にした上で、機能に応じた計

画的な整備を進めます。 

○ 佐田岬を代表する産品のブランド化を図るとともに、農業・畜産・

漁業産物を活用した、多彩な特産品の開発・商品化を進めます。 

○ 市場をはじめ、インターネットによる直接取引、宿泊施設や学校給

食での地場産品の活用など、時代に応じた流通・販売の多角化を進

めます。また、アンテナショップ等の整備拡充、多様なメディアを

活用した情報提供など、消費者に向けた物産の情報発信に積極的に

取り組みます。 

 

②観光・交流の振興 

【基本方針】 

観光・交流の振興によるまちの活性化に向けて、“風のまち”というイ

メージの確立とともに、佐田岬半島の魅力を引き出す観光・交流資源の

拡充を図ります。 

また、豊かな自然環境に親しむことのできる体験型観光・交流活動を中
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心に、“ふれあい”を大切にした交流活動の着実な浸透を図ります。 

 

【主な推進施策】 

○ 新町の観光・交流のシンボルである佐田岬灯台及び周辺地区を重点

的に整備します。 

○ 新たな観光・交流拠点として、佐田岬半島の自然資源を生かしたせ

と風の丘パーク周辺地区と亀ヶ池周辺地区の整備とともに、情報・

交流拠点となる｢道の駅｣や観光交流拠点施設等の整備、アンテナシ

ョップ等の整備拡充を図ります。 

○ 観光・交流の活性化に向けて、新たに地域イベントの開催をはじめ、

風力発電施設の周辺開発及び既存の観光・交流施設と連携し、新た

な観光・交流ネットワークを構築します。 

○ 滞在型体験農業（グリーンツーリズム）、滞在型体験漁業（ブルー

ツーリズム）、学校での就業体験（インターンシップ）など、佐田

岬半島の生活に親しむ多様な機会の拡充を図ります。 
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③商工業の活性化と新産業の開発 

【基本方針】 

まちの活気と賑わいを支える商工業の振興に努めるとともに、高度情

報基盤や自然エネルギーといった地域特性を活用した新たな産業振興に

向けて、町民や関係機関と連携しながら、積極的に取り組んでいきます。 

 

 

【主な推進施策】 

○ 中小企業や商店の活性化に向けて、商工会等と連携した経営支援を

推進します。 

○ 企業の進出を促進するため、企業用地を整備します。 

○ 風力発電による売電事業とともに、自然エネルギーを活用した新た

なビジネス展開の研究や自然エネルギーの活用に関する研究開発

を官民共同で進めます 

○ 整備されている高度情報基盤を活用した在宅就労（ＳＯＨＯ）をは

じめ、農業・水産業と連携した商品開発、農水産物の新しい栄養や

効能等の研究など、地域産業の複合化による新たな事業展開を促進

します。 
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【目標 4 海と山の恵みを生かし、ゆとりある暮らしのできるまち】 

主要事業 

（単位：百万円） 

主要施策 主要事業 概算事業費 

①農業・水産業の振

興 

農業基盤整備 

（農道、園内道、単軌道等） 

1,240  

農産物集出荷貯蔵施設、低温貯

蔵庫整備、製氷施設 

810  

単独中山間地域総合整備事業 132  

 新山村振興等農林漁業特別対

策交付金 

98  

 漁港の整備 4,138  

 漁場の整備 170  

農地バンク及び人材バンクの

設置 

17  

定住促進支援事業の拡充 17  

物産のブランド化及び観光物

産品の開発 

17  

後継者の育成 30  

農山漁村活性化プロジェクト

支援交付金 

778  

②観光・交流の振興 亀ヶ池周辺地区整備（再掲） 1,033  

佐田岬灯台周辺整備 184  

伊方町観光交流拠点施設新築

工事 

152  

観光施設グレードアップ事業 352  

地域イベント等の開催 225  

体験型交流事業（グリーン・ブ

ルーツーリズム等）の推進 

100  

③商工業の活性化と

新産業の開発 

風車発電事業の推進 85  

商工団体と連携 206  

自然エネルギーの官民研究費 10  
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【県事業】 

（単位：百万円） 

主要施策 主要事業 概算事業費 

①農業・水産業の振興 県営中山間地域総合整備事業   

 

3,196  

  

 県営畑地帯総合整備事業 

水利施設整備事業（基幹水利施

設保全型） 

農業水利施設保全合理化事業 

農地整備事業（畑地帯担い手支

援型） 

 佐田岬漁港 広域漁港整備事

業 
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目標 5 楽しく、にぎやかに、みんなで創るまち 

①人権尊重のまちづくりの推進 

【基本方針】 

社会的身分、門地、性別などにかかわらず、一人ひとりの個性と能力を

存分に発揮できる社会の実現に向けて、お互いを尊重し合う心の醸成と

ともに、住民・地域・事業者・行政が一体となって、まち全体で人権尊

重のまちづくりの推進に取り組みます。 

【主な推進施策】 

○ 人権尊重のまちづくりを進めるため、同和問題をはじめとする様々

な人権問題の解決をめざし、人権教育・啓発を総合的に推進します。 

○ 男女共同参画計画を策定するとともに、各種審議会等への女性登用

や女性団体の活動支援など、男女共同参画の視点からのまちづくり

に努めます。 

 

②地域間・国際交流の推進 

【基本方針】 

世界中で活躍する人材を輩出している新町では、多方面のネットワーク

を駆使し、21世紀に活躍する人づくりとまちづくりにつながる、町民が

主体となった交流活動を推進します。 

【主な推進施策】 

○ 地域間交流の活発な展開を図るため、農業・漁業体験やエネルギー

施設をはじめ、佐田岬半島の多彩な地域資源を活用し、ボランティ

ア団体等を中心に、県内外地域との多様な交流を促進します。 

○ 国際感覚溢れる人材育成と地域づくりに向けて、中学生海外ホーム

ステイの実施や外国学生の受け入れなど、積極的な国際交流活動を

推進します。 

○ 国際交流活動の活性化に向けて、国際交流協会の組織体制の強化と 

国際交流員（ＣIＲ）体制の拡充を図ります。 

 



 

 

 -113- 

③コミュニティ活動の活性化 

【基本方針】 

自治会活動やボランティア活動など、町民主体のコミュニティ活動の活

性化を図り、暮らしを支える地区を町民自身の力で創り上げていきます。 

また、活発なコミュニティ活動を支えるため、個性的な地域づくりの中

心となる人材の育成を図ります。 

 

【主な推進施策】 

○ 町民の主体的な地域づくりを推進するため、「自分たちのまちは自

分たちでつくる」という自治意識の高揚とともに、自治会体制の充

実を図ります。 

○ 多彩なコミュニティ活動を支援するため、相談及び情報交流の拠点

組織を設置します。また、活動の拠点となるよう各地区公民館の機

能充実を図ります。 

○ 地域づくりの活性化を促す団体同士の交流や研修機会の拡充を通

じて、地域リーダーの育成に努めます。 

 

④協働のまちづくりの推進 

【基本方針】 

学校教育、生涯学習、地域福祉、環境保全、観光・交流など、生活に身

近な分野の公益的活動を、町民、自治会、ＮＰＯ（民間非営利団体）・

ボランティア、民間事業者、行政と一緒になって、自分たちの力で自分

たちのまちを創造する、協働のまちづくりに取り組んでいきます。 

 

【主な推進施策】 

○ 町民、自治会、ＮＰＯ（民間非営利団体）・ボランティア、民間事

業者などと協働体制を整えるために、情報公開の徹底と広報・広聴

活動の強化を図ります。 

○ 社会資本の民間事業化（ＰＦＩ方式）やボランティア団体への事業

委託など、民間活力の積極的な導入を図ります。 
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【目標 5 楽しく、にぎやかに、みんなで創るまち】主要事業 

（単位：百万円） 

主要施策 主要事業 概算事業費 

①人権尊重のまちづ

くりの推進 

人権・同和教育の推進 49  

女性団体への活動支援 4  

②地域間・国際交流の

推進 

中学生海外ホームステイの実

施・外国学生の受け入れ 

50  

 国際交流協会の組織体制の強

化 

48  

国際交流員（ＣＩＲ）体制の拡

充 

49  

③コミュニティ活動

の活性化 

自治会体制の充実 80  

コミュニティ活動・ボランティ

ア等の支援 

4  

 

④協働のまちづくり

の推進 
－ 
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目標 6 明日に希望がふくらむまち 

①効果的な行政の推進 

【基本方針】 

合併のスケールメリットを生かし、機能的な組織運営と効果的な行政運

営を進めます。また、各地区の均衡ある発展に向けて、庁舎機能の充実

と職員の能力向上に努めます。 

 

【主な推進施策】 

○ 町民の主体的な地域づくりを推進するため、まちづくり全体におけ

る各地区自治活動と行政の役割を明確にした上で、地区自治制度の

拡充を図ります。 

○ 行政サービスの適正化を図るため、政策や事業の効率・効果につい

て評価を行う、行政評価制度の導入を町民参画のもとで進めます。 

○ 行政が実行する事務事業の統廃合及び整理、事務事業の民間委託の

推進、補助金等の適正化など、目的に応じた効率的な事業執行に努

めます。 

○ 職員について、適正な定員管理と適正配置に努めながら、政策立案

能力と職務遂行能力を備えた総合的な行政能力の向上を図ります。 

○ 各種証明書自動交付、公共施設予約システムなどを進めます。 

○ 情報共有化の推進、インターネットを活用した「電子会議」等の環

境整備に努めます。 

②健全な財政運営 

【基本方針】 

新町の将来像の実現に向けて、財源の計画的な配分と重点的な財政投資

を行い、持続的な発展の基礎となる財政基盤の強化を図ります。 

 

【主な推進施策】 

○ 合併効果を最大限に生かし、義務的経費、経常的経費の合理化、適

正化を図り、財政の健全性を確保します。 
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○  事務事業の効率化とスリム化を進め、経常経費などの節減を図りま

す。 

○ 受益と負担の公平性に配慮しながら、財源の確保に努めます。 

○ 職員の定員管理や事務経費の削減とともに、事業効果、優先度、他

事業との整合性などの観点から事業の重点化を図り、健全な財政運

営に積極的に取り組みます。 

③広域行政の推進 

【基本方針】 

生活圏の広域化や町民ニーズの多様化・高度化などに対応した効率的な

行政運営を図るため、県や周辺市町村と連携した施策を展開する広域行政

機能の充実に努めます。 

 

【主な推進施策】 

○ 総合調整機能を担う広域行政推進体制の充実に構成自治体ととも

に努め、広域で取り組む事業の総合的な展開を図ります。 

○ 現行の広域事業内容を精査し、より効果的な事業組織（一部事務組

合）の構築に努めます。 

 

 

 

【目標 6 明日に希望がふくらむまち】主要事業 

（単位：百万円） 

主要施策 主要事業 概算事業費 

①効果的な行政の推

進 

事務事業の統廃合整理 －  

③広域行政の推進 広域行政事務組合の活用 －  
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第2章 新町における愛媛県事業の推進 

「よろこびの風薫るまち 新 いかた」～佐田岬の自然に抱かれて、一

人ひとりが心の豊かさを大切にするまち～という新町の将来像を実現の

ものとするため、愛媛県と連携、協力して以下の施策を推進していきま

す。 

 

（単位：百万円） 

町づくり

の目標 
主要事業 事業の内容 概算事業費 

快適で、温

かいふれ

あいの広

がるまち 

急傾斜地崩壊対策事業 伊方地区・三崎地区  

 

 

 

 

 

 

 

 

8,813  

 

   

 

 

 

 

 

県道鳥井喜木津線生活

道路改良整備事業 

伊方地区・瀬戸地区・三崎地区幅

員等の改良 

県道三机港線生活道路

改良整備事業 

瀬戸地区幅員等の改良 

県道佐田岬三崎線生活

道路改良整備事業 

三崎地区幅員等の改良 

三崎港港湾改修事業 防波堤、岸壁の整備 

一般国道 197 号道路改

築事業 

三崎地区幅員等の改良 

県道鳥井喜木津線特定

道路緊急整備事業 

伊方地区幅員等の改良 

一般国道197号生活道

路改良整備事業 

三崎地区幅員等の改良 

三崎港港整備交付金事

業 

桟橋の整備 

県道鳥井喜木津線地方

道路交付金事業 

伊方地区幅員等の改良 

治山事業 塩成地区（旧瀬戸町） 

地すべり対策事業 河内地区他10箇所 

通常砂防事業 三机地区（旧瀬戸町） 

海岸保全施設整備事業 長浜（旧三崎町） 
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県道鳥井喜木津線生活

道路改良整備事業（地

震防災関連道路緊急整

備事業） 

瀬戸地区 

三崎港海岸海岸保全施

設整備事業 

護岸工（嵩上）、陸閘、水門の整

備 

三崎港港湾局部改良事

業 

港湾施設維持修繕 
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（単位：百万円） 

町づくり

の目標 
主要事業 事業の内容 概算事業費 

海と山の

恵みを生

かす、ゆと

りある暮

らしのま

ち 

県営中山間地域総合整

備事業 

佐田岬半島西地区 

（旧伊方町分） 

農道整備、農村公園、生態系保全

施設、農業用排水施設、集落道整

備 

 

（旧瀬戸町分） 

農業用排水施設、集落道整備 

農村公園、市民農園、休憩施設  

 

（旧三崎町分） 

農業用排水施設、農道整備、集落

道整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,196  

 水利施設整備事業（基

幹水利施設保全型） 

畑かん施設 

 県営畑地帯総合整備事

業 

三崎北第二地区他１箇所 

畑かん施設 

農業水利施設保全型合

理化事業灘地区 

畑かん末端施設更新 

農地整備事業（畑地帯

担い手支援型） 

末端施設更新 

伊方（川永田）地区ほか２地区 

 佐田岬漁港 広域漁港

整備事業 

防波堤、岸壁整備 
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第3章 公共的施設の適正配置 

（1）基本方針 

公共的施設の適正配置にあたっては、新町全体の均衡ある発展を前提に、

新町の将来展望を踏まえつつ、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう

十分に配慮し、また、現在の公共的施設の有効利用と新町の財政事情を

考慮しながら、計画的に進めていきます。 

適正配置及び統合整備の検討にあたっては、町内の地域バランスや住民

の利便性を基本に、地域づくりやコミュニティ活動における機能、施設

の安全性や維持管理状況などを総合的に勘案し、住民との十分な協議を

もとに進めることとします。 

さらに、公共施設等総合管理計画（平成２６～２８年度策定）に基づき

計画的に公共施設等の更新・統廃合・長寿命化などを行うことにより、

財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設の最適な配置を実現し、

休廃止している公共施設等については、除却を進めます。 

（2）町役場（庁舎） 

新町の事務所は現在の伊方庁舎を本庁とします。 

現在の瀬戸庁舎・三崎庁舎は新町の総合支所とし、３庁舎の連携を図り

ながら、新町全体の均衡ある発展を支えていきます。 

なお、町民の利便性の向上と行政運営の合理化・迅速化を図るため、情

報共有を推進し、各種電子システム等を活用した電子自治体づくりを進

めます。 

（3）その他施設 

新町全体の均衡ある発展という方針のもと、「よろこびの風薫るまち 

新いかた」を展望しながら、地域づくりやコミュニティ活動の活性化、

町内の一体性の確保、都市住民との交流拡大、安心できる暮らしの実現、

少子高齢社会に対応した教育環境などにおいて、住民や関係機関との十

分な協議を踏まえた上で、施設の適正な配置に努めます。 
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第4章 財政計画 

財政計画は、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間についての

普通会計（公営企業会計以外の会計をまとめたもの）として策定しまし

た。 

なお、歳入・歳出の前提条件は次のとおりです。 

 

【歳入】 

（1）地方税 

町税については、現行の税制度を基本として、これまでどおりの歳入を

見込んでいます。ただし、四国電力の固定資産税については減収を見込

んでいます。 

（2）地方交付税 

普通交付税については将来人口の推計を考慮し、合併による算定の特例

（合併算定替）を見込んで計上しています。特別交付税については、国

の財政支援措置を見込んでいます。 

（3）国庫支出金・県支出金 

平成１４年度を基本に、新町建設計画事業分及び合併に係る財政支援分

（合併市町村補助金）を加えて見込んでいます。 

（4）地方債 

既存の地方債及び新町まちづくり計画における合併特例債を見込んで

います。 

 

【歳出】 

（1）人件費 

合併後の退職者と採用者数の調整等による一般職員の人件費の削減と、

合併に伴う特別職等の減を見込んでいます。 

（2）物件費 

過去の実績等を参考に見込んでいます。 

（3）扶助費 

過去の実績等を参考に見込んでいます。 
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（4）補助費等 

過去の実績等を参考に見込んでいます。 

（5）公債費 

既存地方債償還予定額に、合併以降の新町建設計画事業等に伴う新たな

地方債に係る償還見込額を加えた金額を見込んでいます。 

（6）繰出金 

各町の事業特別会計への繰出金について、各会計を積算した推計による

必要額を見込みます。 

 (7) 積立金 

合併市町村振興のための基金造成を見込んでいます。 

（8）普通建設事業費 

新町建設計画及び計画事業以外の普通建設事業を見込んでいます。 

 

参 考 本地域(３町)の普通会計決算額等の近年における推移は以下のとお

り。 

（単位：百万円） 

区分 伊方町 瀬戸町 三崎町 地域計 

歳入総額 

（百万円） 

平成 11 年度 8,248 3,622 3,737 15,607 

平成 12 年度 8,732 3,650 3,596 15,978 

平成 13 年度 8,223 3,380 3,010 14,613 

歳出総額 

（百万円） 

平成 11 年度 7,913 3,550 3,572 15,035 

平成 12 年度 7,512 3,559 3,445 14,516 

平成 13 年度 7,461 3,272 2,837 13,570 

経常収支比率 

(％) 

平成 11 年度 60.7       85.9 86.2 - 

平成 12 年度 68.0 77.6 80.9 - 

平成 13 年度 70.5 81.7 82.2 - 

財政力指数 

平成 11 年度 1.366 0.119 0.125 - 

平成 12 年度 1.248 0.121 0.124 - 

平成 13 年度 1.263 0.129 0.141 - 

起債制限比率 

（3 カ年平均）

(％) 

平成 11 年度 8.6 13.3 12.7 - 

平成 12 年度 9.3 11.9 13.5 - 

平成 13 年度 9.7 10.1 14.2 - 

資料:地方財政状況調査 
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■前期（平成17年～21年度） 

（1）歳入 

  （単位：百万円） 
区         分 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

地方税 3,073 2,866 2,915 2,738 2,622 

地方譲与税 159 188 109 104 98 

利子割交付金 6 4 5 6 4 

配当割交付金 2 3 4 1 1 

株式等譲渡所得割交付金 3 3 3 1 1 

地方消費税交付金 112 113 108 99 101 

自動車取得税交付金 44 48 43 38 23 

地方特例交付金 35 36 10 15 20 

地方交付税 2,997 2,834 2,829 3,067 3,258 

 普通交付税 2,500 2,425 2,463 2,734 2,942 

 特別交付税 497 409 366 333 316 

交通安全対策特別交付金 2 2 2 2 2 

分担金及び負担金 38 26 23 21 21 

使用料及び手数料 167 138 114 119 117 

国庫支出金 2,504 1,756 1,593 1,602 2,098 

県支出金 1,985 908 930 816 1,106 

財産収入 18 35 45 202 40 

寄附金 1 4 3 5 8 

繰入金 610 138 649 1,135 1,747 

繰越金 709 386 309 272 357 

諸収入 242 164 187 157 190 

地方債 1,385 1,415 1,399 1,062 993 

合計 14,092 11,067 11,280 11,462 12,807 

（2）歳出 

区       分 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

人件費 2,071 1,985 1,983 1,893 1,773 

扶助費 435 437 442 442 528 

公債費 1,587 1,671 1,612 1,641 1,736 

物件費 1,527 1,127 1,106 1,057 1,137 

維持補修費 79 63 57 31 17 

補助費等 1,364 1,390 1,411 1,390 1,532 

繰出金 775 786 1,019 698 817 

積立金 1,074 506 633 788 1,482 

投資・出資・貸付金 52 44 183 315 279 

普通建設事業費 4,010 2,399 2,404 2,722 3,190 

災害復旧事業費 732 375 158 128 0 

予備費 0 0 0 0 0 

合計 13,706 10,783 11,008 11,105 12,491 

歳入歳出差引額 386 284 272 357 316 
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■後期（平成22年～26年度） 

（1）歳入 

  （単位：百万円） 
区       分 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

地方税 2,752 2,772 2,524 2,535 2,501 

地方譲与税 97 94 88 84 83 

利子割交付金 4 3 3 3 3 

配当割交付金 1 2 1 3 3 

株式等譲渡所得割交付金 1 1 1 5 1 

地方消費税交付金 101 95 92 91 120 

自動車取得税交付金 21 18 22 19 9 

地方特例交付金 21 19 1 1 1 

地方交付税 3,169 3,289 3,148 3,246 3,152 

 普通交付税 2,848 2,953 2,828 2,899 2,815 

 特別交付税 321 336 320 347 337 

交通安全対策特別交付金 2 2 2 2 2 

分担金及び負担金 23 25 23 32 21 

使用料及び手数料 119 122 115 126 126 

国庫支出金 2,356 1,646 2,043 1,775 1,792 

県支出金 1,332 958 1,132 1,083 1,085 

財産収入 51 57 64 43 14 

寄附金 4 4 5 4 6 

繰入金 182 688 2,073 729 872 

繰越金 316 243 284 211 257 

諸収入 251 217 163 153 181 

地方債 859 816 1,009 641 830 

合計 11,662 11,071 12,793 10,786 11,059 

（2）歳出 

区       分 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

人件費 1,795 1,759 1,696 1,675 1,605 

扶助費 610 601 605 592 638 

公債費 1,416 1,420 1,407 1,302 1,292 

物件費 1,088 1,186 1,151 1,277 1,281 

維持補修費 85 117 133 18 97 

補助費等 1,437 1,323 1,440 1,331 1,361 

繰出金 914 965 970 945 1,027 

積立金 1,379 1,665 1,475 1,382 1,158 

投資・出資・貸付金 44 50 36 16 13 

普通建設事業費 2,651 1,699 3,665 1,991 2,583 

災害復旧事業費 0 2 4 0 4 

予備費 0 0 0 0 0 

合計 11,419 10,787 12,582 10,529 11,059 

歳入歳出差引額 243 284 211 257 0 
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■延長（平成27年～32年度） 

（1）歳入 

  （単位：百万円） 

区       分 
平成 27
年度 

平成 28
年度 

平成 29
年度 

平成 30
年度 

平成 31
年度 

平成 32
年度 

地方税 2,459 2,419 2,380 2,342 2,306 2,270 

地方譲与税 82 82 82 82 82 82 

利子割交付金 3 3 3 3 3 3 

配当割交付金 3 3 3 3 3 3 

株式等譲渡所得割交付金 1 1 1 1 1 1 

地方消費税交付金 120 120 120 120 120 120 

自動車取得税交付金 9 9 9 9 9 9 

地方特例交付金 1 1 1 1 1 1 

地方交付税 3,068 2,583 2,341 2,113 1,894 1,680 

 普通交付税 2,741 2,266 2,034 1,815 1,605 1,399 

 特別交付税 327 317 307 298 289 281 

交通安全対策特別交付金 2 2 2 2 2 2 

分担金及び負担金 24 32 33 28 25 25 

使用料及び手数料 126 126 126 126 126 126 

国庫支出金 1,738 1,531 1,615 1,301 1,192 1,212 

県支出金 832 692 668 507 478 491 

財産収入 14 14 14 14 14 14 

寄附金 0 0 0 0 0 0 

繰入金 774 789 695 793 972 1,157 

繰越金 0 0 0 0 0 0 

諸収入 181 181 181 181 181 181 

地方債 867 862 855 669 561 524 

合計 10,304 9,450 9,129 8,295 7,970 7,901 

（2）歳出 

区       分 
平成 27
年度 

平成 28
年度 

平成 29
年度 

平成 30
年度 

平成 31
年度 

平成 32
年度 

人件費 1,572 1,547 1,531 1,506 1,482 1,474 

扶助費 651 664 677 691 704 719 

公債費 1,190 1,126 1,077 1,055 1,023 992 

物件費 1,482 1,284 1,292 1,243 1,242 1,240 

維持補修費 83 83 83 83 83 83 

補助費等 1,253 1,205 1,168 1,134 1,133 1,132 

繰出金 1,037 1,053 1,063 1,065 1,064 1,064 

積立金 786 646 926 611 706 800 

投資・出資・貸付金 13 250 253 55 65 13 

普通建設事業費 2,237 1,592 1,059 852 468 384 

災害復旧事業費 0 0 0 0 0 0 

予備費 0 0 0 0 0 0 

合計 10,304 9,450 9,129 8,295 7,970 7,901 

歳入歳出差引額 0 0 0 0 0 0 
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